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森林組合、生産森林組合及び森林組合連合会向けの総合的な監督指針（平成 30 年３月 27 日付け 29 林政経第 359 号林野庁長官通知）の一部改

正新旧対照表（案）                                                     

（下線部は改正部分） 

改      正      後 現       行 

○ 略語とその定義一覧 

 

    略   語               定   義 

（略） （略） 

労働基準関係法令 （略） 

中小受託取引適正

化法 

製造委託等に係る中小受託事業者に対する

代金の支払の遅延等の防止に関する法律

（昭和 31年法律第 120号） 

（略） （略） 

保護法ガイドライ

ン 

個人情報の保護に関する法律についてのガ

イドライン（通則編）（平成 28年個人情報

保護委員会告示第６号）、個人情報の保護

に関する法律についてのガイドライン（外

国にある第三者への提供編）（平成 28年個

人情報保護委員会告示第７号）、個人情報

の保護に関する法律についてのガイドライ

ン（第三者提供時の確認・記録義務編）（平

成 28年個人情報保護委員会告示第８号）、

個人情報の保護に関する法律についてのガ

イドライン（仮名加工情報・匿名加工情報

編）（平成 28年個人情報保護委員会告示第

９号） 

（略） 

 

○ 略語とその定義一覧 

 

    略   語               定   義 

（略） （略） 

労働基準関係法令 （略） 

 

（新設） 

 

（新設） 

（略） （略） 

保護法ガイドライ

ン 

個人情報の保護に関する法律についてのガ

イドライン（通則編）（平成 28年個人情報

保護委員会告示第６号）、個人情報の保護

に関する法律についてのガイドライン（外

国にある第三者への提供編）（平成 28年個

人情報保護委員会告示第７号）、個人情報

の保護に関する法律についてのガイドライ

ン（第三者提供時の確認・記録義務編）（平

成 28年個人情報保護委員会告示第８号）、

個人情報の保護に関する法律についてのガ

イドライン（匿名加工情報編）（平成 28年

個人情報保護委員会告示第９号）  
（略） 
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改      正      後 現       行 

 

 

目次 

Ⅰ （略） 

Ⅱ 今後の森林組合等の組織体制及び事業運営に関する取組の方向性 

Ⅱ－１・Ⅱ－２ （略） 

Ⅱ－３ 事業の改革・活性化 

Ⅱ－３－１ 施業集約化等の取組強化 

 

Ⅱ－３－２ 森林資源の循環利用の推進 

Ⅱ－３－３ 販売力強化と原木の安定供給体制の構築 

Ⅱ－３－４ 各事業を支える関係強化、事務の効率化に向けた取

        組 

Ⅱ－３－５ 事業の改革・活性化に係る進め方 

Ⅱ－４～Ⅱ－６ （略） 

Ⅲ 森林組合等の監督上の評価項目 

Ⅲ－１ 経営管理体制 

 Ⅲ－１－１～Ⅲ－１－７ （略） 

 Ⅲ－１－８ 取引の適正化 

   Ⅲ－１－８－１ 意義 

Ⅲ－１－８－２ 主な着眼点 

Ⅲ－１－８－３ 監督手法・対応 

 Ⅲ－２～Ⅲ－５ （略） 

Ⅳ～Ⅷ （略） 

別添１～別添３ （略） 

 

 

 

目次 

Ⅰ （略） 

Ⅱ 今後の森林組合等の組織体制及び事業運営に関する取組の方向性 

Ⅱ－１・Ⅱ－２ （略） 

Ⅱ－３ 事業の改革・活性化 

Ⅱ－３－１ 原木の安定供給体制の構築に向けた施業集約化等の

取組強化 

（新設） 

（新設） 

（新設） 

 

Ⅱ－３－２ 事業の改革・活性化に係る進め方 

Ⅱ－４～Ⅱ－６ （略） 

Ⅲ 森林組合等の監督上の評価項目 

Ⅲ－１ 経営管理体制 

 Ⅲ－１－１～Ⅲ－１－７ （略） 

（新設） 

 （新設） 

 （新設） 

 （新設） 

 Ⅲ－２～Ⅲ－５ （略） 

Ⅳ～Ⅷ （略） 

別添１～別添３ （略） 

 

Ⅰ 基本的考え方 

Ⅰ－１ 監督指針策定の趣旨 

Ⅰ－１－１ （略） 

Ⅰ 基本的考え方 

Ⅰ－１ 監督指針策定の趣旨 

Ⅰ－１－１ （略） 
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改      正      後 現       行 

Ⅰ―１－２ 監督指針の位置付け 

（１）・（２） （略） 

（３）また、法第119条の規定等により都道府県知事が行うこととされ 

ている事務は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第２条第８項に

規定する自治事務とされている。監督指針は、地方自治法第245条

の４第１項に基づく「普通地方公共団体の事務の運営その他の事

項について適切と認める技術的な助言若しくは勧告」及び法第117

条に基づき、森林の有する公益的機能の維持増進が図られるよう

に組合に対して行う、健全な運営と発達についての助言及び指導

等の、「必要な配慮」等として定めるものである。各都道府県にお

いては、監督指針及び各都道府県が定める指導方針等に基づき適

切に組合の監督をしていくことが求められる。 

   その際、監督指針が、組合の自主的な努力を尊重しつつ、その業

務の健全かつ適切な運営を確保することを目的とするものである

ことに鑑み、監督指針の運用に当たっては、組合の個別の状況等

を十分踏まえ、機械的・画一的な取扱いとならないよう配慮する

ものとする。 

 

Ⅰ―１－２ 監督指針の位置付け 

（１）・（２） （略） 

（３）また、法第119条の規定等により都道府県知事が行うこととされ 

ている事務は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第２条第８項に

規定する自治事務とされている。監督指針は、地方自治法第245条

の４第１項に基づく「普通地方公共団体の事務の運営その他の事

項について適切と認める技術的な助言若しくは勧告」及び法第117

条に基づく「必要な配慮」等として定めるものであり、各都道府県

においては、監督指針及び各都道府県が定める指導方針等に基づ

き適切に組合の監督をしていくことが求められる。 

   その際、監督指針が、組合の自主的な努力を尊重しつつ、その業

務の健全かつ適切な運営を確保することを目的とするものである

ことに鑑み、監督指針の運用に当たっては、組合の個別の状況等

を十分踏まえ、機械的・画一的な取扱いとならないよう配慮する

ものとする。 

 

 

Ⅰ－２ 監督に関する基本的考え方 

Ⅰ－２－１ 監督の目的と監督部局の役割 

（１） （略） 

 

（２） （略） 

（注）オンサイト：立入検査 

      オフサイト：ヒアリング、報告又は資料の提出により実態把握

をする手法 

 

Ⅰ－２ 監督に関する基本的考え方 

Ⅰ－２－１ 監督の目的と監督部局の役割 

（１） （略） 

 

（２） （略） 

（注）オンサイト：実際に立ち入って実態把握をする手法 

      オフサイト：報告又は資料の提出により実態把握をする手法 

 

 

Ⅰ－２－２ 組合の監督に当たっての基本的考え方 

（略） 

Ⅰ－２－２ 組合の監督に当たっての基本的考え方 

（略） 
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改      正      後 現       行 

（１）～（３） （略） 

 

（４）公益的機能の発揮に向けた指導の実施 

森林組合等の事業活動は、組合員の行う森林経営の推進を図る

とともに、森林の保続培養といういわば公益的機能の発揮にも寄

与している。また、森林組合の事業は、必須事業（指導事業、森林

整備事業など）のほか、任意事業（販売事業、林産事業、加工事業、

福利厚生事業、金融事業など）を行うことができ、事業分野は幅広

いものとなっている。このため、法第117条に基づき、森林の有す

る公益的機能の維持増進が図られるように、組合の健全な運営と

発達についての助言及び指導を実施する必要がある。 

 

 

 

 

（１）～（３） （略） 

 

（４）組合の事業内容や規模を踏まえた監督の実施 

   森林組合等の事業活動は、組合員の行う森林経営の助長という

範囲を超えて組合員の森林経営の推進を図るとともに、森林の保

続培養といういわば公益的な機能の発揮にも寄与している。また、

森林組合の事業は、必須事業（指導事業、森林整備事業など）のほ

か、任意事業（販売事業、林産事業、加工事業、福利厚生事業、金

融事業など）を行うことができ、事業分野は幅広いものとなって

いる。森林組合等の経営基盤については、広域合併が進展しつつ

あるものの、依然として脆弱な組合も少なくない。また、生産森林

組合は、その多くが小規模な組織体制となっている。したがって、

組合の監督に当たっては、組合が担っている森林の有する公益的

機能の維持増進に留意しつつ事業内容や規模を十分に踏まえて監

督手法を選択しなければならない。 

 

（５）組合の事業内容や規模を踏まえた監督の実施 

森林組合等の経営基盤については、広域合併が進展しつつある

ものの、依然として脆弱な組合も少なくない。また、生産森林組合

は、その多くが小規模な組織体制となっている。したがって、組合

の監督に当たっては、組合が担っている森林の有する公益的機能

の維持増進に留意しつつ事業内容や規模を十分に踏まえて監督手

法を選択しなければならない。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（６）（略） 

 

（５）（略） 

 

Ⅱ 今後の森林組合等の組織体制及び事業運営に関する取組の方向性 

Ⅱ－１ 組織体制及び事業運営のあり方 

Ⅱ－１－１ （略） 

Ⅱ 今後の森林組合等の組織体制及び事業運営に関する取組の方向性 

Ⅱ－１ 組織体制及び事業運営のあり方 

Ⅱ－１－１ （略） 
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改      正      後 現       行 

 

Ⅱ－１－２ 森林組合等の果たすべき役割 

（１） 我が国においては、1,000万haを超える人工林の６割が51年生以

上となるなど本格的な利用期を迎えている中、面的なまとまりを

もった森林経営を確立し、森林の公益的機能の発揮を図りながら、

この豊富な森林資源を循環利用することが重要な課題となってい

る。 

 

（２）・（３） （略） 

 

（４） このような状況を踏まえ、森林組合系統においては、相続等に

伴い森林への関心が低下している森林所有者も増えている中で、

組合員との信頼関係を引き続き保ち、地域の森林管理と林業経営

を担う役割を果たしながら、林業所得の増大に最大限貢献すると

ともに、これらの取組を通じて森林所有者の森林への関心を高め

ていくことが重要である。 

このため、林業の成長産業化の実現に向けて、森林経営管理制度

の推進を含む市町村等と連携した森林管理体制の確立、循環型林

業の確立、木材販売力の強化等の取組を促進する。特に、森林組合

の経営基盤の強化に向けては、組合間の合併や連携、後継者世代や

女性の参画、内部牽制体制の充実、法令等遵守意識の徹底、林地供

給事業・森林経営事業を推進する等、森林・林業基本計画等との整

合性を確保しつつ、森林所有者の協同組織として、その負託に応え

得るべく、健全な自立的経営の確立に向けた組織体制の充実強化

と事業の改革・活性化に継続して取り組むものとする。 

 

 

Ⅱ－１－２ 森林組合等の果たすべき役割 

（１）我が国においては、1,000万haを超える人工林の半数以上が10齢

級以上となるなど本格的な利用期を迎えている中、面的なまとま

りをもった森林経営を確立し、森林の公益的機能の発揮を図りな

がら、この豊富な森林資源を循環利用することが重要な課題とな

っている。 

 

（２）・（３） （略） 

 

（４） このような状況を踏まえ、森林組合系統においては、林業の成

長産業化の実現に向けて、森林・林業基本計画等との整合性を確

保しつつ、森林所有者の協同組織として、その負託に応え得るべ

く、健全な自立的経営の確立に向けた組織体制の充実強化と事業

の改革・活性化に継続して取り組むものとする。 

Ⅱ－２ 組織体制の充実強化 

Ⅱ－２－１ 活力ある組合運営の確保 

森林所有者が森林の経営管理に係る責務を負う旨が森林経営管

Ⅱ－２ 組織体制の充実強化 

Ⅱ－２－１ 活力ある組合運営の確保 

森林所有者が森林の経営管理に係る責務を負う旨が森林経営管
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改      正      後 現       行 

理法において明確化されたことを踏まえ、森林組合系統において

は、組合員である森林所有者が当該責務を協同組合原則に即して

より自発的に果たすこととなるよう取り組むものとする。特に、森

林の集積・集約化により森林整備や木材生産等の事業を進め、収益

を森林所有者に還元し、森林所有者の森林への関心を高めること

で、組合員との関係を強化していくことが重要である。また、事業

量を確保し、職員の処遇改善を図ることにより、人材を確保・育成

し、活力ある組合運営や経営の拡大・安定化につなげるものとす

る。 

併せて、組合員・役員の現在の年齢・性別の状況を踏まえ、組合

運営に多様な視点を反映させ、組織の活性化を図るために、法第 

27条第１項第１号のいわゆる後継者規定も必要に応じて活用しつ

つ、女性や若年層の組合への参画の促進に取り組むものとする。 

 

理法において明確化されたことを踏まえ、森林組合系統において

は、組合員である森林所有者が当該責務を協同組合原則に即して

より自発的に果たすこととなるよう取り組み、活力ある組合運営

の確保を図るものとする。 

併せて、組合員・役員の現在の年齢・性別の状況を踏まえ、組合

運営に多様な視点を反映させ、組織の活性化を図るために、法第 

27条第１項第１号のいわゆる後継者規定も必要に応じて活用しつ

つ、女性や若年層の組合への参画の促進に取り組むものとする。 

 

Ⅱ－２－２ 経営管理・法令等遵守態勢の強化 

森林組合系統においては、不適切な事業実施等の例（横領、虚偽

の補助金申請、粉飾決算等）が依然として発生している一方で、各

地域で森林環境譲与税を活用した森林整備等が進展しているほ

か、令和８年度から改正森林経営管理法が施行されたこと等、森林

組合等を取り巻く状況が大きく変化していることを踏まえ、地域

の森林管理の中心的な担い手としての役割をより的確に果たして

いくため、透明性の高い会計処理や適正な事業運営を確保し、不適

正事案の発生防止をより一層徹底するものとする。このため、 

①～④ （略） 

を図るなど、系統組織の経営管理（ガバナンス）や法令等遵守（コ

ンプライアンス）態勢の強化に努めるものとする。 

 

Ⅱ－２－２ 経営管理・法令等遵守態勢の強化 

森林組合系統においては、不適切な事業実施等の例（横領、虚偽

の補助金申請、粉飾決算等）が依然として発生している一方で、平

成31年度から森林経営管理法が施行されるとともに、森林環境税

及び森林環境譲与税が創設される等、森林組合等を取り巻く状況

が大きく変化していることを踏まえ、地域の森林管理の中心的な

担い手としての役割をより的確に果たしていくため、透明性の高

い会計処理や適正な事業運営を確保し、不適正事案の発生防止を

より一層徹底するものとする。このため、 

 ①～④ （略） 

を図るなど、系統組織の経営管理（ガバナンス）や法令等遵守（コ 

ンプライアンス）態勢の強化に努めるものとする。 

Ⅱ－２－３ 業務執行体制の充実強化 

（１）役員の意識改革と適正な配置等 

Ⅱ－２－３ 業務執行体制の充実強化 

（１）役員の意識改革と適正な配置等 
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改      正      後 現       行 

（略） 

① 常勤理事の配置 

常勤理事の設置は、事業運営や経営動向の日常的な把握を通

じて的確な経営判断を可能とするとともに、業務の執行体制、管

理責任体制を明確にし、意思決定の迅速化にも資するものであ

り、社会的信用の確保や不適正事案の発生防止の観点からも重

要であることから、全ての森林組合等に常勤理事が配置される

よう取り組む。その際、参事を職員兼務理事として登用する手法

をとることも必要に応じて検討する。 

なお、森林経営管理法第36条第２項又は第44条第２項に規定

する要件に適合するか否かの判断基準については、「森林経営管

理法の運用について」（平成30年12月21日付け30林整計第713号

林野庁長官通知）の考え方により各都道府県において定めるこ

ととされているが、常勤役員の設置が要件となっている場合が

あることに留意する。 

（注） （略） 

 

（略） 

① 常勤理事の配置 

常勤理事の設置は、事業運営や経営動向の日常的な把握を通

じて的確な経営判断を可能とするとともに、業務の執行体制、管

理責任体制を明確にし、意思決定の迅速化にも資するものであ

り、社会的信用の確保や不適正事案の発生防止の観点からも重

要であることから、全ての森林組合等に常勤理事が配置される

よう取り組む。 

特に、森林経営管理法に基づく経営管理実施権の設定を受け

ることを希望する森林組合等のうち、常勤理事を未配置のもの

については、同法の施行日から起算して３年を経過した日以後

最初に召集される総会の時までに常勤理事が配置されることと

なるよう取り組む。その際、参事を職員兼務理事として登用する

手法をとることも必要に応じて検討する。 

 

（注） （略） 

② 経営感覚に優れた人材等の登用 

人工林資源の充実に伴い、森林組合等の販売事業の取扱高や

割合が高まる中、組合員の収入に直結する木材の価値を高め、山

元への一層の利益還元を行い、再造林等の森林整備を着実に実

施していくためには、販売事業を強化することが重要である。 

このため、販売事業を行う森林組合等にあっては、大規模製材

工場等の新たな需要先の開拓など販売事業を強化するため、理

事のうち１人以上は、販売事業に精通した者を配置しなければ

ならない（法第44条第10項（法第109条第３項において準用する

場合を含む。））。 

また、販売事業を行わない森林組合等も含め全ての森林組合

等は、厳しい経営環境下でも収益を確保していくためには、経営

② 経営感覚に優れた人材等の登用 

人工林資源の充実に伴い、森林組合等の販売事業の取扱高や

割合が高まる中、組合員の収入に直結する木材の価値を高め、山

元への一層の利益還元を行うためには、販売事業を強化するこ

とが重要である。 

このため、販売事業を行う森林組合等にあっては、大規模製材

工場等の新たな需要先の開拓など販売事業を強化するため、理

事のうち１人以上は、販売事業に精通した者を配置しなければ

ならない（法第44条第10項（法第109条第３項において準用する

場合を含む。））。 

また、販売事業を行わない森林組合等も含め全ての森林組合

等は、厳しい経営環境下でも収益を確保していくためには、経営
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マインドを有した理事による業務執行が重要となってきている

ことから、経営感覚に優れた人材を組合員以外からも積極的に

登用するよう努める。配置・登用された理事は、森林経営プラン

ナー等の資格取得を行うなど、その能力の向上に努める。 

マインドを有した理事による業務執行が重要となってきている

ことから、経営感覚に優れた人材を組合員以外からも積極的に

登用するよう努める。 

③ 理事の年齢及び性別への配慮 

若年層や女性の理事会への参画を通じて、業務執行体制の充

実強化や理事会の活性化、組織の活力向上等を図るため、森林組

合等は、その理事の年齢及び性別に著しい偏りが生じないよう

に配慮しなければならない（法第44条第11項（法第109条第３項

において準用する場合を含む。））。また、地域の実情を踏まえつ

つ、役員の就任時の年齢制限（定年制）や女性枠、青年枠の設置

の導入に努める。 

③ 理事の年齢及び性別への配慮 

若年層や女性の理事会への参画を通じて、業務執行体制及び

理事会の活性化や、組織の活力向上等を図るため、森林組合等

は、その理事の年齢及び性別に著しい偏りが生じないように配

慮しなければならない（法第44条第11項（法第109条第３項にお

いて準用する場合を含む。））。また、地域の実情を踏まえつつ、

役員の就任時の年齢制限（定年制）や女性枠、青年枠の設置の導

入に努める。 

なお、森林組合等の理事に対する個人保証については、平成 

25年12月５日に「経営者保証に関するガイドライン研究会」より

公表された「経営者保証に関するガイドライン」に即し、経営者

保証に依存しない融資が一定程度進展していることを「森林組

合の借入れにおける「経営者保証に関するガイドライン」の積極

的な活用について」（令和２年３月23日付け元林政経第329号経

営課長通知）により周知したところである。引き続き、個人保証

により理事に過度な負担となることがないよう、「経営者保証に

関するガイドライン」に沿って、森林組合等の財務基盤の強化、

財務状況の正確な把握、適時適切な情報開示等による経営の透

明性確保を行い、債務者（森林組合等）としての対応に努めるこ

ととする。 

 

④ 経営者の個人保証に依存しない融資の推進 

森林組合等の理事による個人保証（以下「経営者保証」とい

う。）については、平成25 年12 月５日に「経営者保証に関する

ガイドライン研究会」より公表された「経営者保証に関するガイ

（新設） 
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ドライン」に即し、経営者保証に依存しない融資が一定程度進展

していることを「森林組合の借入れにおける「経営者保証に関す

るガイドライン」の積極的な活用について」（令和２年３月23日

付け元林政経第329号経営課長通知）により周知したところであ

る。森林組合等は、引き続き、経営者保証により理事に過度な負

担となることがないよう、「経営者保証に関するガイドライン」

に沿って、森林組合等の財務基盤の強化や財務状況の正確な把

握、適時適切な情報開示等による経営の透明性確保を行い、債務

者としての対応に努めることとする。 

 

（２）職員の適正な配置と士気向上等 

森林組合系統においては、適正な事業運営を確保するため、事業

規模に見合った職員の配置に努めるとともに、事業の程度に応じ

て参事や会計主任の配置に努めるものとする。また、多様な人材の

確保と職員の士気の向上に資するため、事業に貢献した者に対す

る適切な評価、連合会と森林組合又は森林組合同士の人事交流の

推進、参事の公募制等について積極的に取り組むものとする。この

ほか、森林組合等の経営に当たって、事業収支や経営管理にも通じ

た森林施業プランナーなど、生産管理業務全般に精通するととも

に、低コスト作業の実施に必要なマネージメント能力・技術を有す

る人材を積極的に活用するものとする。併せて、主伐・再造林を含

めた長期的な団地形成や木材の有利販売、事業体間の連携などに

おいて、これからの組合経営を担う森林経営プランナーを活用し、

森林組合等の収益力の一層の強化につなげるものとする。 

さらに、多様な人材が活躍の場を得られるよう、本人の能力や希

望を踏まえながら、現場業務と内勤事務との配置転換の柔軟な実

施や、素材生産と造林・保育等を兼務できる現場技能者の育成に努

めるものとする。 

 

（２）職員の適正な配置と志気向上等 

森林組合系統においては、適正な事業運営を確保するため、事業

規模に見合った職員の配置に努めるとともに、事業の程度に応じ

て参事、会計主任の配置に努めるものとする。また、多様な人材の

確保と職員の志気の向上に資するため、事業に貢献した者に対す

る適切な評価、連合会と森林組合又は森林組合同士の人事交流の

推進、参事の公募制等について積極的に取り組むものとする。この

ほか、事業収支や経営管理にも通じた森林施業プランナーなど、生

産管理業務全般に精通するとともに、低コスト作業の実施に必要

なマネージメント能力・技術を有する人材を森林組合等の経営に

積極的に活用するものとする。併せて、主伐・再造林を含めた長期

的な団地形成や木材の有利販売、事業体間の連携などこれからの

組合経営を担う森林経営プランナーを活用し、森林組合等の収益

力の一層の強化につなげるものとする。 

さらに、多様な人材が活躍の場を得られるよう、本人の能力や希

望を踏まえながら、現場技能者と内勤事務との配置転換の柔軟な

実施や、素材生産と造林・保育等を兼務できる現場技能者の育成に

努めるものとする。 
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（３）人材育成の促進 

森林組合等においては、森林施業プランナー育成研修や森林経

営プランナー育成研修等に職員を積極的に参加させ、施業集約化

や有利販売等に係る能力の向上を図るとともに、研修受講者が他

の職員に対して伝達研修を行うなど組織内での研修も充実させる

ものとする。 

また、現場技能者について、作業能力や意欲の向上を図るため、

林業作業士（フォレストワーカー）並びに現場管理責任者（フォレ

ストリーダー）及び統括現場管理責任者（フォレストマネージャ

ー）の研修、低コストで崩れにくい森林作業道の整備に必要な技術

者やハーベスタ等の林業機械等のオペレーターの養成研修、安全

作業に係る研修等に積極的に参加させるとともに、林業技能士資

格等を取得させることに努める。また、能力評価や昇給基準の導入

等により、能力に応じた昇進及び昇格モデルの提示等を行い、働く

意欲の向上や職場への定着やスキルアップにつなげるものとす

る。 

さらに、通年の直接雇用の導入も積極的に推進するものとする。

なお、林業作業士、現場管理責任者、統括現場管理責任者の各研修

修了者については、農林水産省が備える研修修了者名簿への登録

を行うものとする。 

 

（３）人材育成の促進 

森林組合等においては、森林施業プランナー育成研修や森林経

営プランナー育成研修等に職員を積極的に参加させ、施業集約化

や有利販売等に係る能力の向上を図るとともに、研修受講者が他

の職員に対して伝達研修を行うなど組織内での研修も充実させる

ものとする。 

また、現場技能者について、作業能力や意欲の向上を図るため、

林業作業士（フォレストワーカー）並びに現場管理責任者（フォレ

ストリーダー）及び統括現場管理責任者（フォレストマネージャ

ー）の研修、低コストで崩れにくい森林作業道の整備に必要な技術

者や高性能林業機械等のオペレーターの養成研修、安全作業に係

る研修等に積極的に参加させるとともに、能力評価システムの導

入等により、能力に応じた昇進及び昇格モデルの提示等を行い、働

く意欲の向上、職場への定着やスキルアップにつなげるものとす

る。 

さらに、通年の直接雇用の導入も積極的に推進するものとする。

なお、林業作業士、現場管理責任者、統括現場管理責任者の各研修

修了者については、農林水産省が備える研修修了者名簿への登録

を行うものとする。 

（４） （略） 

 

（４） （略） 

Ⅱ－２－４ 森林組合等の経営基盤の強化 

（１） （略） 

 

Ⅱ－２－４ 森林組合等の経営基盤の強化 

（１） （略） 

（２）合併以外の連携手法の考え方 

（略） 

①・② （略） 

（２）合併以外の連携手法の考え方 

（略） 

①・② （略） 
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③ 譲渡する事業の権利義務関係を精査し、手続が簡素な連携手

法を選択しているか。 

具体的には、事業に関する関係者が多い場合は、債権者保護手

続等を経ることで権利義務関係を包括承継させることが可能な

吸収分割を選択し、関係者が限定される場合は、債権者保護手

続、行政庁への認可申請及び登記の必要がない事業譲渡を選択

する。 

また、法定の連携手法に限らず、近隣森林組合間での作業班の

共有、季節的な作業量の変動がある森林組合による地域間連携、

木材販売や森林経営管理制度の推進に係る協議会等の設置、合

同研修の実施等により、森林組合系統内での連携・協力・交流を

深めることが望ましい。 

 

③ 譲渡する事業の権利義務関係を精査し、手続が簡素な連携手

法を選択しているか。 

具体的には、事業に関する関係者が多い場合は、債権者保護手

続等を経ることで権利義務関係を包括承継させることが可能な

吸収分割を選択し、関係者が限定される場合は、債権者保護手

続、行政庁への認可申請及び登記の必要がない事業譲渡を選択

する。 

（３）森林経営管理法第36条第２項等の規定により都道府県知事が公

表する民間事業者としての登録 

合併に加え、事業連携の手法を活用して森林組合等の経営基盤

の強化を図ることにより、令和12年度末までに、全ての森林組合が

森林経営管理法第36条第２項又は第44条第２項の規定により都道

府県知事が公表する民間事業者（森林経営管理制度の担い手とな

る林業事業体）としての登録を受けることを目指す。 

 

（３）いわゆる意欲と能力のある林業経営者としての登録 

 

合併に加え、事業連携の手法を活用して森林組合等の経営基盤

の強化を図ることにより、令和12年度末までに、全ての森林組合が

森林経営管理法第36条第２項の規定により都道府県知事が公表す

る民間事業者（森林経営管理制度の担い手となる林業事業体）とし

ての登録を受けることを目指す。 

Ⅱ－３ 事業の改革・活性化 

Ⅱ－３－１ 施業集約化等の取組強化 

Ⅱ－３ 事業の改革・活性化 

Ⅱ－３－１ 原木の安定供給体制の構築に向けた施業集約化等の取組

強化 

 

（削る。） （１）森林経営管理法に基づく森林の適切な経営管理の推進 

森林経営管理法の施行を踏まえ、森林組合等は、地域の森林管理

の中心的な担い手として同法に基づく経営管理実施権の設定を受

け、伐採等の受託に積極的に取り組むものとする。 
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また、自然的条件に照らして林業経営に適さない森林について、

市町村森林経営管理事業を積極的に受託し、これまでに蓄積され

た技術や知見を活かした森林施業を行うものとする。 

さらに、集約化のノウハウを活かし、市町村が実施する森林所有

者の意向調査に積極的に協力するものとする。 

 

（１）森林経営計画の作成促進と施業集約化の促進 

組合員への経営の指導や組合員の所有森林を中心とした施業集

約化等は、協同組織である森林組合の中心的かつ本来的な事業で

あり、森林所有者の所得の向上に資するもので、森林への関心が低

下している森林所有者も増えている中、ますます重要となってい

る。また、施業集約化は、森林組合の安定的な事業量の確保のため

にも重要である。このため、全ての森林組合において、施業集約化

を事業の中の重要な柱として位置付け、地域における森林経営の

設計図となる森林経営計画の作成に今後とも積極的に取り組むも

のとし、可能な限り組合員所有の森林全てで森林経営計画が作成

されることを目指すものとする。 

また、森林経営計画の作成に当たっては、市町村森林整備計画に

適合し、効率的かつ持続的な森林経営に向けた実効性の高い計画

として適切なものとなるよう、森林施業プランナーと市町村森林

整備計画の作成・実行監理等を支援する森林総合監理士（フォレス

ター）との緊密な連携を図るものとする。 

さらに、森林組合は、提案型集約化施業に必要となる高度な知識

・技能を有する認定森林施業プランナーの育成・能力向上を図り

ながら、適材適所での配置に努め、実践体制評価の認定を受けるな

ど組織内の実行体制を整備し、ＧＩＳを活用した施業提案や集落

単位等での合意形成等の取組を進め、経営の受託や信託の引受け

等により適切な施業を行うものとする。 

このほか、森林経営計画を作成した森林や施業集約化の区域を

（２）森林経営計画の作成促進と施業集約化の促進 

組合員への経営の指導や組合員の所有森林を中心とした施業集

約化等は、協同組織である森林組合の中心的かつ本来的な事業で

あり、森林所有者の所得の向上のみならず、森林組合の安定的な事

業量の確保のためにも重要である。このため、全ての森林組合にお

いて、施業集約化を事業の中の重要な柱として位置付け、地域にお

ける森林経営の設計図となる森林経営計画の作成に今後とも積極

的に取り組むものとし、可能な限り組合員所有の森林全てで森林

経営計画が作成されることを目指すものとする。 

また、森林経営計画の作成に当たっては、市町村森林整備計画に

適合し、効率的かつ持続的な森林経営に向けた実効性の高い計画

として適切なものとなるよう、森林施業プランナーと市町村森林

整備計画の作成・実行監理等を支援する森林総合監理士（フォレス

ター）との緊密な連携を図るものとする。 

さらに、森林組合は、提案型集約化施業に必要となる高度な知識

・技能を有する認定森林施業プランナーの育成・能力向上を図り

ながら、適材適所での配置に努め、実践体制評価の認定を受けるな

ど組織内の実行体制を整備し、ＧＩＳを活用した施業提案や集落

単位等での合意形成等の取組を進め、経営の受託や信託の引受け

等により適切な施業を行うものとする。 

このほか、森林経営計画を作成した森林や施業集約化の区域を

拡大させるため、組合員以外の所有森林も含め、森林情報等の収

集、境界の明確化、施業集約化・合意形成等に努めるほか、面的な
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拡大させるため、組合員以外の所有森林も含め、森林情報等の収

集、境界の明確化、施業集約化・合意形成等に努めるほか、面的な

まとまりを有した共有林等に対して積極的な施業提案等に努める

ものとする。 

 

まとまりを有した共有林等に対して積極的な施業提案等に努める

ものとする。 

（２）森林経営管理法に基づく森林の適切な経営管理の推進 

森林経営管理法に基づき市町村が実施する森林所有者の意向調

査等については、森林組合等が有する集約化に関するノウハウを

活かすことができ、組合員所有森林を含む森林整備の推進に資す

るものである。このため、積極的に意向調査等に協力するととも

に、協力に当たっては、同法に基づく経営管理支援法人としての指

定についても検討を行うものとする。 

また、森林組合等は、地域の森林管理の中心的な担い手として、

森林経営管理法に基づく集約化構想に参画するとともに、権利集

積配分一括計画、経営管理実施権配分計画の作成に関して市町村

に積極的に提案するものとする。 

さらに、自然的条件に照らして林業経営に適さない森林につい

て、市町村森林経営管理事業を積極的に受託し、これまでに蓄積さ

れた技術や知見を活かした森林施業を行うものとする。 

 

（新設） 

 

（３）林地供給事業等の推進 

林地供給事業は、組合員の所有森林の規模拡大、施業集約化等を

通じて、我が国の林地保有規模の零細性・分散性を改善することが

できるとともに、森林を面的にまとめ、経営管理を一体的かつ効率

的に行えるようにすることで森林所有者の林業経営意欲を向上さ

せる効果も期待される。また、不在村化や相続等により所有森林へ

の関心が低下する中、所有者不明森林となることを防ぐためにも

重要である。 

このため、利用間伐や主伐・再造林を進め、組合員の林業所得の

（新設） 
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向上に努めていく中でも、組合員が林地を手放す意向である場合

や後継者が不在である等の場合においては、組合員の意向等も踏

まえつつ、林地供給事業により、森林の経営管理に関心のある組合

員へ集約するよう努める。 

特に、組合員の林地が組合員以外に売り渡されることで、適切な

管理がなされなくなるおそれがある等の場合においては、森林組

合等が林地を買い取ることも含め検討するものとする。森林組合

等が林地を買い取る場合、森林経営事業として実施する方法に加

え、林地供給事業として買い入れた上で、組合員に売り渡す方法も

あることに留意する。 

 

（削る。） （３）～（８） （略） 

 

Ⅱ－３－２ 森林資源の循環利用の推進 

（１）主伐・再造林等の着実な実施による森林資源の循環利用 

森林吸収源対策に貢献し、本格的な利用期を迎えた森林資源を

循環利用していくため、これまでの保育主体の業務だけでなく、伐

採・地拵え・植栽の一貫作業の実施（他の民間事業体と連携して行

うものを含む。）やコンテナ苗の活用など、造林・保育の低コスト

化に努めつつ、主伐・再造林にも積極的に取り組むものとする。 

 

（２）野生鳥獣等による森林被害対策等の推進 

シカ等の野生鳥獣による森林被害が深刻化していることから、

森林組合は、地域の実情に応じて、地域協議会への積極的な参画、

捕獲や防護柵等の整備の推進等、地域の農林業関係者等と連携し

つつ、市町村森林整備計画において定められる「鳥獣害防止森林区

域」等における鳥獣被害防止対策を推進するものとする。松くい虫

被害やナラ枯れ被害についても、引き続き伐倒駆除等の防除対策

を推進するものとする。 

（新設） 
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また、森林所有者自らが火災、気象上の原因による災害及び噴火

による災害に備える唯一のセーフティネット手段である森林保険

制度の推進に系統一体となって取り組むものとする。 

 

（３）効率的で安全な施業の実施 

森林施業を効率的かつ安全に行うことは、森林組合の収益性や

作業員の賃金を向上するとともに、作業員の労働負荷や災害発生

率を低減させ、人材を確保するためにも重要である。また、令和８

年７月には、労働者災害補償保険法等の一部を改正する法律（令和

８年法律第60号）が公布され、農林水産業の全ての雇用主に労災保

険への加入が義務付けられることとなった。施行は公布後５年以

内の政令で定める日とされているが、施行までの間も任意加入を

進め、より一層安全意識の徹底を図る必要がある。 

このため、森林組合においては、作業システムの効率的な運用等

の生産管理ができる人材の適材適所での配置、ハーベスタ等の林

業機械を活用した効率的かつ適切な施業の実施、高密度な路網の

整備、他の民間事業体や林家等との連携（共同の森林経営計画の作

成、路網の一体整備等）などに取り組むものとする。 

また、事業の実施に当たっては、組合長、参事等の経営層が林業

労働の安全確保を最優先に捉え、自らの労働災害防止への意識を

徹底し、作業現場における安全管理体制の確立（災害発生時の迅速

な連絡体制の検証等）、リスクアセスメントや安全指導の徹底、ガ

イドライン等の遵守、作業現場への巡回指導、安全な伐木技術の習

得や防護具の着用、熱中症対策の徹底、労働安全の専門家の活用、

車両系木材伐出機械等を使用する際の安全教育の実施等関連法令

の遵守など、効果的な安全対策に取り組むものとする。 

さらに、多様な人材が安全に、かつ安心して働き続けられる職場

環境の整備を推進するため、令和７年５月には、労働安全衛生法及

び作業環境測定法の一部を改正する法律（令和７年法律第33号）が
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施行されている。これを踏まえ、組合が個人を含む事業者に施業を

委託するに当たっては、安全に施業ができるように労働安全衛生

法第３条第３項に規定する作業方法や工期についての配慮を行う

とともに、組合自身の問題と考え、委託先の事業者自身が所要の安

全対策に取り組むよう働きかける必要がある。加えて、労災保険の

加入についても働きかけを行い、併せて、労災保険の制度周知や加

入促進に取り組むものとする。 

 

Ⅱ－３－３ 販売力強化と原木の安定供給体制の構築 

（１）販売力強化と安定的なサプライチェーンの構築 

全国的に川上と川中・川下が連携して地域材を大量かつ安定的

に需要者に供給する取組が展開されている中、原木を生産・供給す

る森林組合系統の役割は大きく、安定的なサプライチェーンの構

築に寄与するとともに、有利販売を行い作業員・組合員への還元に

努めることが重要である。 

このため、森林組合等は、中間土場等の整備によるＡ材、Ｂ材、

Ｃ材等の原木の仕分け機能の強化、大型トレーラーの活用等の原

木流通の大ロット化による合理化・効率化、製材工場等との協定の

締結を進めるなど、自らのコーディネート能力を高め販路を拡大

しながら、原木の安定供給の核となるよう積極的な取組を展開す

るものとする。 

さらに、近年は需要側の製材工場等の大規模化が着実に進展し

ていること等も踏まえ、都道府県内はもとより、都道府県域を越え

た連携の強化にも努めるものとする。 

また、地理的・資源的条件等が有利な森林組合等は、木材の輸出

拡大に努めるものとする。 

 

（２）加工事業等の見直し 

加工事業は、製品や原材料となる原木の在庫期間が長く、市場変

（新設） 
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動の影響を受けやすいため、特に慎重な運営が必要であることか

ら、原価管理や月次管理を徹底するとともに、生産技術の向上や販

売先の確保に努め、需要者ニーズに則した適切な事業運営を確保

するものとする。 

また、新たな設備投資等、加工事業の拡大については慎重に検討

するとともに、必要に応じ、既存の事業内容や不採算部門の廃止等

の適切な見直しを図るものとする。 

さらに、新規に加工事業に参入しようとする場合には、施設の規

模、マーケティング、資金計画等に関し、慎重な検討を行うものと

する。 

なお、共販施設が事業損失の要因となっている場合については、

その再編整備に着手するものとする。その際、販売方法について

も、地域の実情を踏まえ、既存の販売方法の抜本的な見直しによる

流通コストの削減、需要者ニーズへの的確な対応等に努めるもの

とする。 

 

Ⅱ－３－４ 各事業を支える関係強化や事務の効率化に向けた取組 

（１）森林資源を活用した多様な取組による森業の推進 

山村の高齢化・人口減少等が進行し、組合員数も年々減少してい

る状況も踏まえ、組合員を含む地域住民の森林・林業への関心を高

めるため、森林組合は、地域住民等と連携した森林管理活動、森林

とのふれあいや森林環境教育の場の提供等森林資源を活かした多

様な取組に努めるものとする。 

また、SDGsや地球温暖化、生物多様性等への企業の関心が高まっ

ていることから、企業による森林整備の取組や企業との建築物木

材利用促進協定締結等、企業との連携を模索するものとする。 

このような森林の総合的な活用の取組を通じて、山村地域の所

得の向上や豊かな森林づくりにつなげる森業を推進するよう努め

る。 

（新設） 
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（２）事務作業の効率化の推進 

森林所有者や職員、委託事業者含む作業員の所得の向上に向け

ては、作業システムに加え、事務作業の効率化も進める必要があ

る。ICTやAI等を活用し、会計・労務管理等のデジタル化、ペーパ

ーレス化を進め、各事業の進捗や連絡事項等の見える化に努める

ものとする。 

 

Ⅱ－３－５ 事業の改革・活性化に係る進め方 

（１）・（２） （略） 

 

Ⅱ－３－２ 事業の改革・活性化に係る進め方 

（１）・（２） （略） 

Ⅱ－４ 連合会の体制強化 

Ⅱ－４－１ 都道府県森林組合連合会の経営改善と事業の強化 

（１） （略） 

 

Ⅱ－４ 連合会の体制強化 

Ⅱ－４－１ 都道府県森林組合連合会の経営改善と事業の強化 

（１） （略） 

（２） 特に販売事業においては、森林組合系統の組織力を発揮し、新

設分割の手法を用いた都道府県域をまたいだ販売部門の統合によ

る連合会の設立、販売の共同化による協定取引、山元からの直送

化の推進、地域の関係者との広域な連携による地域材の安定取引

構想の作成への積極的な参画、製材工場等との連携等を通じて、

ロットをまとめた安定的な原木の供給に努めるものとする。また、

製材工場や工務店等の川中・川下のユーザーとの結びつきを強化

することや、森林・林業の現状を周知することにより、再造林がで

きる価格への理解、協力を求めるとともに、需要拡大を模索する

ものとする。 

 

（２） 特に販売事業においては、森林組合系統の組織力を発揮し、新

設分割の手法を用いた都道府県域をまたいだ販売部門の統合によ

る連合会の設立、販売の共同化による協定取引、山元からの直送

化の推進、地域の関係者との広域な連携による地域材の安定取引

構想の作成への積極的な参画、製材工場・工務店等との連携等を

通じて、川中・川下のユーザーに対するロットをまとめた安定的

な原木の供給に努めるものとする。 

（３）また、人材の確保・育成においては、求人サイトの利用や移住イ 

ベントの実施等に当たって、森林組合が連携して対応することが

効果的な場合に、森林組合間の連携を検討するものとする。特に令

（新設） 
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和７年６月に農林水産省、防衛省及び全国森林組合連合会等の事

業者団体で「農林水産業及び自衛隊における人材確保の取組に係

る申合せ」を締結したことを踏まえ、退職自衛官の雇用に向け、会

員組合への情報提供や退職予定自衛官に対する業種説明会への参

加等を検討するものとする。また、森林組合合同の研修等により人

材育成を図るとともに、組合間の横のつながりを強化していくも

のとする。 

 

（４）このほか、森林組合単体では森林経営計画の作成及び施業集約

化の実行が困難な地域や森林組合が設置されていない白地地域に

おいては、必要に応じ、非組合員の森林を含めた一体的な整備の

実施や信託の引受け等の検討を行うものとする。 

なお、連合会が地方公共団体等から依頼を受けて森林の施業又

は経営等を行う場合については員外利用規制の特例が適用される

ため、特に白地地域において、森林経営管理制度等を活用した森林

整備等に取り組むものとする。 

（３）また、森林組合単体では森林経営計画の作成及び施業集約化の

実行が困難な地域や森林組合が設置されていない白地地域におい

ては、必要に応じ、非組合員の森林を含めた一体的な整備の実施

や信託の引受け等の検討を行うものとする。 

加えて、連合会が地方公共団体等から依頼を受けて森林の施業

又は経営等を行う場合については、森林経営管理法の施行に合わ

せ、員外利用規制の特例が適用されるように施行規則が改正され

たことを踏まえ、特に白地地域において、市町村からの委託に応じ

た森林整備等に取り組むものとする。 

 

（５） さらに、地域における森林保険制度の推進について、関係機関

との連携の下、森林組合への指導等を含め、積極的に取り組むも

のとする。 

 

（４） さらに、地域における森林保険制度の推進について、関係機関

との連携の下、森林組合への指導等を含め、積極的に取り組むも

のとする。 

Ⅱ－４－２ （略） 

 

Ⅱ－４－２ （略） 

Ⅱ－５ （略） 

 

Ⅱ－５ （略） 

Ⅱ－６ 森林組合系統による取組の推進のための事務手続 

Ⅱ－６－１ 都道府県森林組合指導方針の作成 

森林組合等に対する今後の指導を行うに当たっては、都道府県に

Ⅱ－６ 森林組合系統による取組の推進のための事務手続 

Ⅱ－６－１ 都道府県森林組合指導方針の作成 

  森林組合等に対する今後の指導を行うに当たっては、都道府県に
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おいて地域の実情を踏まえつつ、業務執行体制の強化や事業の再編、

合併に向けた具体的な指導方針を作成し、これに基づき進めていく

ことがその実効性を高める上で重要である。このため、都道府県が

森林組合の指導方針を作成する場合の作成要領を別紙参考１に参考

として示すこととする。 

   また、必要に応じて、都道府県の指導方針の見直しを行うものと

する。 

 

おいて地域の実情を踏まえつつ、具体的な指導方針を作成し、これ

に基づき進めていくことがその実効性を高める上で重要であること

に鑑み、都道府県が森林組合の指導方針を作成する場合の作成要領

を別紙参考１に参考として示すこととする。 

   また、必要に応じて、都道府県の指導方針の見直しを行うものと

する。 

Ⅱ－６－２ 推進体制の整備等 

（１） （略）  

 

Ⅱ－６－２ 推進体制の整備等 

（１） （略） 

（２）森林組合等による間伐や再造林等の実施を的確に推進していく

ためには、森林施業プランナーの育成と作業路網の整備等による

低コスト作業システムの構築が一体的に進められる必要があるこ

となどから、都道府県の森林組合指導部門と林業普及指導部門を

はじめ、関連部門の相互の連携の強化に留意することが必要であ

る。 

 

（２）森林組合等による間伐の実施を的確に推進していくためには、

森林施業プランナーの育成と作業路網の整備等による低コスト作

業システムの構築が一体的に進められる必要があることなどか

ら、都道府県の森林組合指導部門と林業普及指導部門をはじめ、

関連部門の相互の連携の強化に留意することが必要である。 

（３） （略） 

 

（３） （略） 

Ⅲ 森林組合等の監督上の評価項目 

Ⅲ－１ 経営管理体制 

Ⅲ－１－１ 経営目的の妥当性 

Ⅲ－１－１－１ （略） 

 

Ⅲ 森林組合等の監督上の評価項目 

Ⅲ－１ 経営管理体制 

Ⅲ－１－１ 経営目的の妥当性 

Ⅲ－１－１－１ （略） 

Ⅲ－１－１－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

 

（２）事業の実施態勢 

Ⅲ－１－１－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

 

（２）事業の実施態勢 
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①・② （略） 

③ 人材の育成及び能力の向上に努めているか（例えば、事業に貢

献した者に対する適切な評価の実施、他の森林組合等との人事

交流、生産管理業務全般に精通した人材の経営への積極的活用、

配置転換の柔軟な実施、各種研修への職員・現場技能者の積極的

な参加、林業技能士資格の積極的な取得、労働安全の確保、現場

作業員の通年の直接雇用の導入等）。 

 

①・② （略） 

③ 人材の育成及び能力の向上に努めているか（例えば、事業に貢

献した者に対する適切な評価の実施、他の森林組合等との人事

交流、生産管理業務全般に精通した人材の経営への積極的活用、

配置転換の柔軟な実施、各種研修への職員・現場技能者の積極的

な参加、現場技能者の通年の直接雇用の導入等）。 

（３） （略） 

 

（３） （略） 

Ⅲ－１－１－３ （略） 

 

Ⅲ－１－１－３ （略） 

Ⅲ－１－２ 業務及び執行体制 

（略） 

Ⅲ－１－２－１ 役員体制 

Ⅲ－１－２－１－１ （略） 

 

Ⅲ－１－２ 業務及び執行体制 

（略） 

Ⅲ－１－２－１ 役員体制 

Ⅲ－１－２－１－１ （略） 

Ⅲ－１－２－１－２ 主な着眼点 

（略） 

（１） （略） 

 

Ⅲ－１－２－１－２ 主な着眼点 

（略） 

（１） （略） 

（２）理事及び理事会 

① （略） 

 

（２）理事及び理事会 

① （略） 

② 理事の構成 

ア （略） 

イ 販売事業等に関し実践的な能力を有する理事 

ａ （略） 

 

② 理事の構成 

ア （略） 

イ 販売事業等に関し実践的な能力を有する理事 

ａ （略） 
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ｂ 販売担当の選出方法は、 

(a) 当該森林組合等の事業や経営の方向性を踏まえて、それ

に相応しい者を森林組合等の理事会において選任する 

(b) 要件（求められる経歴、資格等）を内規で定めて組合員

に周知した上で、役員選挙通知又は役員選任議案で示さ

れる候補者の経歴等でその要件を満たしていることが明

らかである者を役員に選出又は選任する 

などが考えられるが、選任理由、要件等について、組合員に

明らかにされているか。 

（注）販売担当の配置を義務付けられる森林組合等である

かについては、定款に、森林組合にあっては、「組合員

の生産する林産物その他の物資の販売」、連合会にあっ

ては、「所属員の生産する林産物その他の物資の販売」

を記載しており、かつ、総会で承認を得ることになる事

業計画に販売事業を行うことを定めているか否かによ

り判断する。 

（削る。） 

 

ｂ 販売担当の選出方法は、 

(a) 当該森林組合等の事業や経営の方向性を踏まえて、それ

に相応しい者を森林組合等の理事会において選任する 

(b) 要件（求められる経歴、資格等）を内規で定めて組合員

に周知した上で、役員選挙通知又は役員選任議案で示さ

れる候補者の経歴等でその要件を満たしていることが明

らかである者を役員に選出又は選任する 

などが考えられるが、選任理由、要件等について、組合員に

明らかにされているか。 

（注１）販売担当の配置を義務づけられる販売事業を行う森

林組合等であるかについては、定款に、森林組合にあっ

ては、「組合員の生産する林産物その他の物資の販売」、

連合会にあっては、「所属員の生産する林産物その他の

物資の販売」を記載しており、かつ、総会で承認を得る

ことになる事業計画に販売事業を行うことを定めてい

る森林組合等をもって判断する。 

（注２）当該規定（法第44条第10項）については、令和６年４

月１日以降最初に招集される通常総会の終了の時まで

は適用しないこととしており、基本的には、令和３年４

月以降の役員の改選に合わせて選任することを想定し

ているが、令和６年４月１日以降最初に招集される通

常総会の終了の時までに、就任中の理事から選任、追加

で選任、役員改選により選任することも可能である。 

 

ｃ （略） 

 

ｃ （略） 

d 指導・助言の視点からは、販売事業が停滞等している組合

の販売担当に対する、研修への参加や森林経営プランナー

（新設） 
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資格の取得の勧奨、他組合や他産業の優良事例の紹介等を

通じて、販売や経営の能力向上を促すことが望ましい。ま

た、次回以降の改選時等に外部人材を登用することも望ま

しい。 

 

ウ 年齢、性別の著しい偏りへの配慮 

法第44条第11項（法第109条第３項において読み替えて準用

する場合を含む。）に「理事の年齢及び性別に著しい偏りが生

じないように配慮する」旨を規定しており、森林組合等の理事

の選任プロセスにおいて、若い世代や女性の役員への積極的

な登用に向けた働きかけを行うなどの配慮が行われている

か。なお、取組の一例としては、役員定年制の導入や、女性枠

や青年枠の設置、青年部・女性部役員の理事会への出席等が考

えられる。 

ウ 年齢、性別の著しい偏りへの配慮 

森林組合等の理事の選任プロセスにおいて、若い世代や女

性の役員への積極的な登用に向けた働きかけを行うなどの配

慮が行われているか。なお、取組の一例としては、役員定年制

の導入や女性枠や青年枠の設置や青年部・女性部役員の理事

会への出席等が考えられる。 

（注）「理事の年齢及び性別に著しい偏りが生じないように配

慮する」旨の規定（法第44条第11項（法第109条第３項に

おいて読み替えて準用する場合を含む。））については、

令和６年４月１日以降最初に招集される通常総会の終了

の時までは適用しないこととしている。 

 

③ その他 

ア 理事 

ａ・ｂ （略） 

ｃ 職務に専念する常勤理事が配置されていることが望まし 

い。なお、森林経営管理法第36条第２項又は第44条第２項に

規定する要件に適合するか否かの判断基準については、「森

林経営管理法の運用について」の考え方により各都道府県

において定めることとされているが、常勤役員の設置が要

件となっている場合があることに留意する。 

イ （略） 

 

③ その他 

ア 理事 

ａ・ｂ （略） 

ｃ 職務に専念する常勤理事が配置されていることが望まし 

い。なお、森林経営管理法に基づく経営管理実施権の設定 

を受けることを希望する森林組合等のうち、常勤理事を未

配置のものについては、同法の施行日から起算して３年を

経過した日以後最初に召集される総会の時までに常勤理事

が配置されることとなるよう取り組むものとしている。 

イ （略） 

 

（３） （略） （３） （略） 
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Ⅲ－１－２－１－３ （略） 

 

Ⅲ－１－２－１－３ （略） 

Ⅲ－１－２－２ 組合員資格の確認 

Ⅲ－１－２－２－１ （略） 

 

Ⅲ－１－２－２ 組合員資格の確認 

Ⅲ－１－２－２－１ （略） 

Ⅲ－１－２－２－２ 主な着眼点 

（１）～（８） （略） 

 

Ⅲ－１－２－２－２ 主な着眼点 

（１）～（８） （略） 

（９）組合員の森林への関心を高めるため、森林整備の実施等を通じ

て組合員に利益を還元することに加え、地区別の座談会の実施や

森林の経営管理の集積・集約化や境界明確化に向けた取組におけ

る説明等で、組合員を含む森林所有者と対面する機会を作り、森

林所有者との関係を強化していくことが望ましい。 

 

（新設） 

Ⅲ－１－２－２－３ （略） 

 

Ⅲ－１－２－２－３ （略） 

Ⅲ－１－２－３ 員外利用制限の遵守 

Ⅲ－１－２－３－１ 意義 

  森林組合等が行う事業は本来組合員・所属員の利用に供すること

を第一とするものであり、組合員以外の利用は、法第９条第８項及

び第９項並びに法第101条第７項及び第８項に規定するように、組合

員・所属員の利用に差し支えない一定の限度において認められてい

るものである（ただし、林道の利用については、正当な理由なく組合

員・所属員以外の者の利用を拒んではならない（法第９条第４項及

び法第101条第３項））。 

特に、森林組合等における森林整備等に係る公的機関の利用につ

いては、法第９条第９項及び法第101条第８項において「組合員・所

属員のためにする事業の遂行を妨げない限度」において行うことが

Ⅲ－１－２－３ 員外利用制限の遵守 

Ⅲ－１－２－３－１ 意義 

森林組合等が行う事業は本来組合員・所属員の利用に供すること

を第一とするものであり、組合員以外の利用は、法第９条第８項及

び第９項並びに法第101条第７項及び第８項に規定するように、組合

員・所属員の利用に差し支えない一定の限度内に限り認められてい

るものである（ただし、林道の利用については、組合員・所属員以外

の者の利用を拒んではならない（法第９条第４項及び法第101条第３

項））。 

特に、森林組合等における森林整備等に係る公的機関の利用につ

いては、法第９条第９項及び法第101条第８項において「組合員・所

属員のためにする事業の遂行を妨げない限度」において行うことが
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できるとされているが、平成21年３月に閣議決定された「規制改革

推進のための３カ年計画」では「員外利用の特例によって、組合員が

求める民有林の施業が阻害されることなく、森林組合がその本旨に

沿って組合員活動に重点を置いた業務運営を行うよう、員外利用の

特例措置による事業の趣旨等について指導を徹底する」とされた。 

  このため、森林組合等に対して員外利用の制限等を遵守するよう

監督を徹底する必要がある。 

（注）森林経営管理法に基づき経営管理実施権の設定を受けて行

う森林施業及び市町村森林経営管理事業を受託して行う森林

施業は、いずれも市町村からの受託であることから、法第９条

第９項及び法第101条第８項の規定により、員外利用制限の特

例が適用されることとなる。また、令和７年の森林経営管理法

改正に合わせた森林組合法施行規則の改正により、森林組合

が令和８年４月１日以降に開始した事業年度において、地方

公共団体等から依頼を受けた連合会が会員である組合の事業

を利用する場合や経営管理支援法人が事業を利用する場合に

も、員外利用制限の特例が適用される。 

 

できるとされているが、平成21年３月に閣議決定された「規制改革

推進のための３カ年計画」では「員外利用の特例によって、組合員が

求める民有林の施業が阻害されることなく、森林組合がその本旨に

沿って組合員活動に重点をおいた業務運営を行うよう、員外利用の

特例措置による事業の趣旨等について指導を徹底する」とされた。 

  このため、森林組合等に対して員外利用の制限等を遵守するよう

監督を徹底する必要がある。 

（注）森林経営管理法に基づき経営管理実施権の設定を受けて行

う森林施業及び市町村森林経営管理事業を受託して行う森林

施業は、いずれも市町村からの受託であることから、法第９条

第９項及び法第101条第８項の規定により、員外利用制限の特

例が適用されることとなる。 

Ⅲ－１－２－３－２ 主な着眼点 

（１） （略）  

 

（２）法第９条第９項又は法第101条第８項に基づく公的機関の利用に

ついて、「組合員・所属員のためにする事業の遂行を妨げない限

度」にあるかどうかの検証等が次のとおり行われているか。 

①～⑤ （略） 

⑥  決算関係書類様式通知に基づく事業報告書において、員内利 

用の分量に比べ、公的機関の利用の分量に偏っている場合、そ 

の理由は何か。必要に応じて偏りの是正に向けた対応策を検討、

実施しているか。 

Ⅲ－１－２－３－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

 

（２）法第９条第９項又は法第101条第８項に基づく公的機関の利用に

ついて、「組合員・所属員のためにする事業の遂行を妨げない限

度」にあるかどうかの検証等が次のとおり行われているか。 

①～⑤ （略） 

⑥  決算関係書類様式通知に基づく事業報告書において、員内利 

用の分量に比べ、公的機関の利用の分量に偏っている場合、そ 

の理由は何か。 
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（３）～（６） （略） 

 

 

（３）～（６） （略） 

 

Ⅲ－１－２－３－３ （略） 

 

Ⅲ－１－２－３－３ （略） 

Ⅲ－１－３ 法令等遵守態勢の整備 

Ⅲ－１－３－１ 意義 

森林組合等は、その事業を通じて組合員のために直接の奉仕をす

ることを目的としているが、法令等を厳格に遵守し、健全かつ適切

な業務運営に努めることは、その前提であり、また、組合員からの信

頼を確立するためにも重要である。 

  森林組合等においては、法令等の遵守が経営上の重要な課題の一

つであることに鑑み、役員のリーダーシップの下、それぞれの規模・

特性に応じた方針、内部規程等を策定し、森林組合等の法令等遵守

態勢を整備することが必要である。 

  特に、森林組合等は地域の森林管理の中心的な担い手であり、森

林の有する公益的機能の発揮を図りつつ、この豊富な森林資源の循

環利用に一定程度寄与しており、森林経営管理法の施行や森林環境

税等の創設等、森林組合を取り巻く状況が大きく変化している中、

国民の信頼に足る法令等遵守態勢を構築し、不適正事案の発生防止

を徹底していくことがこれまで以上に強く求められる。 

また、公益通報者の心理的安全性を含めた実効性のある内部公益

通報対応体制を整備・運用することは、法令等遵守の推進や組織の

自浄作用の向上、職場環境の整備等に寄与し、組合員等の様々な利

害関係者（ステークホルダー）からの信頼の獲得にも資するもので

あり、組合が適切に事業を運営することにより組合員に対して充実

したサービスを提供していく上で重要なことである。 

  これまでの行政庁として措置した事例や最近の政策的な動向を踏

まえ、法令等遵守について、特に留意すべき点は以下のとおりであ

Ⅲ－１－３ 法令等遵守態勢の整備 

Ⅲ－１－３－１ 意義 

森林組合等は、その事業を通じて組合員のために直接の奉仕をす

ることを目的としているが、法令等を厳格に遵守し、健全かつ適切

な業務運営に努めることは、その前提であり、また、組合員からの信

頼を確立するためにも重要である。 

  森林組合等においては、法令等の遵守が経営上の重要な課題の一

つであることに鑑み、役員のリーダーシップの下、それぞれの規模・

特性に応じた方針、内部規程等を策定し、森林組合等の法令等遵守

態勢を整備することが必要である。 

  特に、森林組合等は地域の森林管理の中心的な担い手であり、森

林の有する公益的機能の発揮を図りつつ、この豊富な森林資源の循

環利用に一定程度寄与しており、森林経営管理法の施行や森林環境

税等の創設等、森林組合を取り巻く状況が大きく変化している中、

国民の信頼に足る法令等遵守態勢を構築し、不適正事案の発生防止

を徹底していくことがこれまで以上に強く求められる。 

  これまでの行政庁として措置した事例や最近の政策的な動向を踏

まえ、法令等遵守について、特に留意すべき点は以下のとおりであ

る。 
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る。 

 

Ⅲ－１－３－２ 主な着眼点 

（１）・（２） （略） 

 

（３）役職員等からの通報等に対する体制の整備 

① 役職員や組合員・取引先などの関係者が法令等違反の不正に

ついて通報・相談する仕組みが整備されているか。また、通報・

相談への対応体制が構築されているか。 

② 公益通報者の心理的安全性が確保された通報・相談への対応

体制が構築されているか。 

③ 内部公益通報事案の事実関係の調査等通報対応に係る業務を

外部委託する場合には、外部委託先の中立性・公正性が確保され

ているか。 

（注）公益通報者保護法（平成16年法律第122号）においては、事

業者（組合も含まれる。）は、公益通報に応じ、適切に対応す

るために必要な体制の整備その他の必要な措置等をとらなけ

ればならない（常時使用する労働者の数が300人以下の事業者

については努力義務）こととされており、「公益通報者保護法

第11条第１項及び第２項の規定に基づき事業者がとるべき措

置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指

針」（令和３年８月20日内閣府告示第118号）が示されている。

森林組合等においては、次のような事項に取り組む必要があ

る。 

・  公益通報を受け、通報対象事実の調査等の業務に従事する

者を定めること 

・  部門横断的な公益通報対応業務を行う体制を整備すること

（内部公益通報受付窓口の設置等、組織の長その他幹部から

の独立性の確保に関する措置、公益通報対応業務の実施に関

Ⅲ－１－３－２ 主な着眼点 

（１）・（２） （略） 

 

（３）役職員等からの通報等に対する体制の整備 

  役職員や組合員・取引先などの関係者が法令等違反の不正につい

て通報・相談する仕組みが整備されているか。また、通報・相談への

対応体制が構築されているか。 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（注） 公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に

関する民間事業者向けガイドライン（平成28年12月９日付け

消費者庁）において、事業者が次のような事項に取り組むこと

を推奨している。 

・ 通報者の所属・氏名が漏洩しないよう、通報に係る秘密保持

の徹底を図るための措置を講ずること。 

・ 内部通報を行ったことを理由に解雇その他不利益な取扱い

をしてはならないことを内部規定に明記するとともに、違反

者に対して懲戒処分等その他適切な措置を講ずること。 

・ 内部通報制度の意義・重要性を経営トップが自ら発信するこ

と。 

・ 内部通報制度の実効性の維持向上を図るために、客観的な評

価・点検を定期的に実施し、経営幹部の責任の下で、制度を継

続的に改善すること。 
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する措置、公益通報対応における利益相反の排除に関する措

置） 

・  公益通報者を保護する体制を整備すること（不利益な取扱

いの防止に関する措置、範囲外共有等の防止に関する措置） 

・ 内部公益通報対応体制を実効的に機能させるための措置を

とること（労働者等に対する教育・周知、是正措置等の通知に

関する措置、記録の保管・運用実績の労働者への開示等に関す

る措置、内部規程の策定及び運用に関する措置） 

 

（４）・（５） （略） 

 

（４）・（５） （略） 

Ⅲ－１－３－３ 監督手法・対応 

（１）オフサイト・モニタリング（ヒアリング、不適正事案報告など）

により、Ⅲ－１－３－２に掲げる事項がとられ、適切に運用され

ているか確認するものとする。 

 

Ⅲ－１－３－３ 監督手法・対応 

（１）オフサイト・モニタリング、不適正事案報告書等により、Ⅲ－１

－３－２に掲げる事項がとられ、適切に運用されているか確認す

るものとする。 

 

（２） （１）の確認により、Ⅲ－１－３－２に掲げる事項の実効性等に

疑義が生じた場合は、ヒアリングを行って検証し、結果に応じて

改善を促す。 

 

（新設） 

 

（３） （１）の確認又は（２）の検証により、法令等違反若しくは法令

等遵守態勢に問題があると認められ、又はこれらのおそれがある

と認められる場合には、事実関係、原因分析、改善・対応策等につ

いて、必要に応じて、法第110条第１項に基づく報告を求めること

とする。 

   その結果、法令、定款又は法令に基づく行政処分などに違反し

ていることが明らかとなり、事案の重大性・悪質性等、法令等遵守

態勢の問題が極めて高い場合には、法第113条第１項に基づく必要

措置命令を発出し、その後、定期的に改善状況を報告させるなど、

（２）（１）の確認により、法令等違反又は法令等遵守態勢に問題があ

ると認められる場合には、事実関係、原因分析、改善・対応策等に

ついて必要に応じて法第110条第１項に基づく報告を求めること

とする。 

   その結果、法令、定款又は法令に基づく行政処分などに違反し

ていることが明らかとなり、事案の重大性・悪質性等法令等遵守

態勢の問題が極めて高い場合には、法第113条第１項に基づく必要

措置命令を発出し、その後、定期的に改善状況を報告させるなど、

再発防止に向けた取組が確実に行われるよう措置することとす



29 
 

改      正      後 現       行 

再発防止に向けた取組が確実に行われるよう措置することとす

る。 

 

る。 

Ⅲ－１－４ 不適正事案の対応 

Ⅲ－１－４－１ 意義 

（略） 

（注） 「不適正事案」とは、①森林組合等の業務を遂行するに際して

の詐欺、横領、背任その他の犯罪行為、②出資の受入れ、預り金

及び金利等の取締りに関する法律（昭和29年法律第195号）に違

反する行為、③現金又は有価証券その他有価物の紛失（盗難に

遭うこと及び過不足を生じさせることを含む。）のうち、森林組

合等の業務の特性、規模その他の事情を勘案し、当該業務の管

理上重大な紛失と認められるもの、④その他森林組合等の業務

の健全かつ適切な運営に支障を来す行為又はそのおそれのある

行為であって①から③までに掲げる行為に準ずるもの、⑤常例

検査等で発覚した重大事案で、新聞等マスコミにより報道がな

された（予定も含む。）もの、⑥補助金適正化法、労働基準関係

法令その他の法令に違反する行為により、森林組合等が組織と

してこれらの法令に基づく処分を受けたものをいう。 

 

Ⅲ－１－４ 不適正事案の対応 

Ⅲ－１－４－１ 意義 

（略） 

（注）「不適正事案」とは、①森林組合等の業務を遂行するに際して

の詐欺、横領、背任その他の犯罪行為、②出資の受入れ、預り金

及び金利等の取締りに関する法律（昭和29年法律第195号）に違

反する行為、③現金、手形、小切手又は有価証券その他有価物の

紛失（盗難に遭うこと及び過不足を生じさせることを含む。）の

うち、森林組合等の業務の特性、規模その他の事情を勘案し、当

該業務の管理上重大な紛失と認められるもの、④その他森林組

合等の業務の健全かつ適切な運営に支障を来す行為又はそのお

それのある行為であって①～③に掲げる行為に準ずるもの、⑤

常例検査等で発覚した重大事案で、新聞等マスコミにより報道

がなされた（予定も含む。）もの、⑥補助金適正化法、労働基準

関係法令その他の法令に違反する行為により、森林組合等が組

織としてこれらの法令に基づく処分を受けたものをいう。 

Ⅲ－１－４－２・Ⅲ－１－４－３ （略） 

 

Ⅲ－１－４－２・Ⅲ－１－４－３ （略） 

Ⅲ－１－５ （略） 

 

Ⅲ－１－５ （略） 

Ⅲ－１－６ 個人情報保護対応    

Ⅲ－１－６－１ 意義 

組合においては、その取り扱う個人情報も多く、個人データ又は

特定個人情報（以下「個人データ等」という。）の漏えい、滅失又は

き損（以下「漏えい等」という。）による社会的影響はもとより、組

Ⅲ－１－６ 個人情報保護対応    

Ⅲ－１－６－１ 意義 

森林組合等においては、その取り扱う個人情報も多く、個人デー

タの漏えい、滅失又はき損（以下「漏えい等」という。）による社会

的影響はもとより、組合経営に対する影響も大きいことから、個人
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合経営に対する影響も大きいことから、個人情報取扱事業者として

各事業の遂行に当たって遵守すべき法令等の規定並びに個人情報保

護法及び保護法ガイドライン及び特定個人情報の適正な取扱いに関

するガイドラインを遵守する必要がある。 

   

情報取扱事業者として各事業の遂行に当たって遵守すべき法令等の

規定並びに個人情報保護法及び保護法ガイドライン及び特定個人情

報の適正な取扱いに関するガイドラインを遵守する必要がある。 

  個人情報取扱事業者である生産森林組合については、森林組合等

に準じて指導する。 

 

Ⅲ－１－６－２ 主な着眼点 

（略） 

（１）個人データ等の漏えい等の防止その他個人データ等の安全管理

のための必要かつ適切な措置が講じられているか。特に、個人デ

ータ等の取扱責任者の設置及び責任の明確化などにより、組織体

制が整備されているか。 

 

（２）職員に個人データ等を取り扱わせるに当たって、個人データ等

の安全管理が図られるよう必要かつ適切な監督を行っているか。 

 

（３）個人データ等の取扱いの全部又は一部を委託する場合、個人デ

ータ等の安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要

かつ適切な監督を行っているか。 

 

（４） （略） 

 

Ⅲ－１－６－２ 主な着眼点 

（略） 

（１）個人データの漏えい等の防止その他個人データの安全管理のた

めの必要かつ適切な措置が講じられているか。特に、個人データ

の取扱責任者の設置及び責任の明確化などにより、組織体制が整

備されているか。 

 

（２）職員に個人データを取り扱わせるに当たって、個人データの安

全管理が図られるよう必要かつ適切な監督を行っているか。 

 

（３）個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合、個人デー

タの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ

適切な監督を行っているか。 

 

（４） （略） 

Ⅲ－１－６－３ 監督手法・対応 

（１）個人データの漏えい等に係る報告 

組合は、個人情報保護法及び個人情報の保護に関する法律施行 

規則（平成28年個人情報保護委員会規則第３号）等の規定、保護法

等ガイドライン及び関連通知等により、個人データの漏えい等で

あって個人の権利利益を害するおそれが大きいもの（①要配慮個

人情報が含まれる個人データの漏えい等が発生し、又は発生した

Ⅲ－１－６－３ 監督手法・対応 

森林組合等は、個人データの漏えい等の事案が発生した場合等に

は、「個人データの漏えい等の事案が発生した場合等の対応について

」（平成29年個人情報保護委員会告示第１号）の規定により、事実関

係及び再発防止策等について、速やかに、個人情報保護委員会に対

し、報告するよう努める。併せて、都道府県及び経営課にも報告する

よう努める。 
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おそれがある事態、②不正に利用されることにより財産的被害が

生じるおそれがある個人データの漏えい等が発生し、又は発生し

たおそれがある事態、③不正の目的をもって行われたおそれがあ

る当該組合に対する行為による個人データ（当該組合が取得し、又

は取得しようとしている個人情報であって、個人データとして取

り扱われることが予定されているものを含む。）の漏えい等が発生

し、又は発生したおそれがある事態、④個人データに係る本人の数

が千人を超える漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある事

態。以下同じ。）が生じたときは、速やかに個人情報保護委員会に

報告する。 

 

（２）特定個人情報の漏えい等に係る報告 

組合は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の 

利用等に関する法律（平成25年法律第27号）、行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第29条の４

第１項及び第２項に基づく特定個人情報の漏えい等に関する報告

等に関する規則（平成27年特定個人情報保護委員会規則第５号）等

の規定、特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業

者編）及び関連通知等により、特定個人情報の漏えいその他の特定

個人情報の安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害す

るおそれが大きいもの（①不正の目的をもって行われたおそれが

ある特定個人情報の漏えい等が発生し、又は発生したおそれがあ

る事態、②不正の目的をもって、特定個人情報が利用・提供され、

又は利用・提供されたおそれがある事態、③漏えい等が発生し、又

は発生したおそれがある特定個人情報に係る本人の数が百人を超

える事態等）が生じたときは、速やかに個人情報保護委員会に報告

することとされている。 

また、上記にかかわらず、特定個人情報の漏えい等が生じたとき

は、「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（事業者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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編）」の規定により、個人情報保護委員会に報告するよう努めるこ

ととされている。 

 

Ⅲ－１－７ （略） 

 

Ⅲ－１－７ （略） 

Ⅲ－１－８ 取引の適正化 

Ⅲ－１－８－１ 意義 

近年の急激な労務費や原材料費、エネルギーコストの上昇を受け、

物価上昇を上回る賃上げの実現が求められているところ、取引の適

正化と価格転嫁の促進を図るため、令和７年に中小受託取引適正化

法が改正され、一定の要件に該当する事業者には、取引の相手方と

なる中小受託事業者からの協議に応じない一方的な代金決定を禁止

することなどが規定された。森林組合等はこれを遵守する必要があ

るところ、林野庁は、令和７年11月に、林業・木材産業の取引におい

て問題となり得る事例や関連法規の留意点、望ましい取引の在り方

等を整理した「林業・木材産業における適正取引推進ガイドライン」

を公表しており、取引上の法令違反の未然防止や事業者の意欲を削

ぐような取引慣行の是正につなげるため、本ガイドラインに留意し

た取引を積極的に実践することが望ましい。 

また、森林資源の循環利用により木材を持続的・安定的に供給し

ていくためには、サプライチェーンの各段階における価格転嫁に取

り組む必要があり、森林組合等においても、受託者や木材販売者と

して、再造林等の経費が賄えるように、燃料代や人件費の上昇等に

見合った代金を求めていくことも期待される。 

 

Ⅲ－１－８－２ 主な着眼点 

委託契約に当たって、法令等の各規定に則った適切な対応を実施

しているか。 

また、対応状況を把握・検証の上、対応方法の見直しを行う等、必

（新設） 
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要な内部管理態勢が整備されているか。 

 

Ⅲ－１－８－３ 監督手法・対応 

委託先事業者からの代金に関する協議の有無及び協議への対応状

況を確認することとする。 

また、法令違反の疑義が生じた場合には、必要に応じ、報告（法第

110条第１項に基づく報告を含む。）を求めて検証することとする。

内部管理態勢の整備の状況に問題が認められる場合には改善を促す

こととする。 

 

Ⅲ－２ （略） 

 

Ⅲ－２ （略） 

Ⅲ－３ 事業実施体制 

（略） 

Ⅲ－３－１ （略） 

 

Ⅲ－３ 事業実施体制 

（略） 

Ⅲ－３－１ （略） 

Ⅲ－３－２ 販売・林産事業 

Ⅲ－３－２－１ （略） 

 

Ⅲ－３－２ 販売・林産事業 

Ⅲ－３－２－１ （略） 

Ⅲ－３－２－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

 

Ⅲ－３－２－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

（２）販売・林産事業に関する契約等 

① 販売・林産事業の実施に当たって、森林組合等は組合員や民間

事業者との間で明確な契約を書面等で締結しているか。 

② 契約書その他の書面において、森林組合等が事業実施に必要

な経費として控除する経費について、組合員に対して、その内

容、金額などが適切に明示されているか。 

③ （略） 

（２）販売・林産事業に関する契約等 

① 販売・林産事業の実施に当たって、森林組合等は組合員との間

で明確な契約を締結しているか。 

② 契約書その他の書面において、森林組合等が事業実施に必要

な経費として控除する経費について、その内容、金額などが適切

に明示されているか。 

③ （略） 
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（３） （略） 

 

（３） （略） 

（４）生産性の向上、コストの縮減等に向けた取組強化 

① 森林組合等において、例えば次に掲げる取組など、コスト縮減

に向けた取組や安全対策を積極的に行っているか。 

ア・イ （略） 

ウ ハーベスタ等の林業機械を活用した効率的な施業の実施 

エ 主伐時における伐採・地拵え・植栽の一貫作業の実施 

オ （略） 

カ 災害発生時の迅速な連絡体制の整備、リスクアセスメント 

やガイドラインの遵守等の安全指導の徹底、作業現場への巡

回指導、安全な伐木技術の習得や防護具の配布・着用、熱中症

対策の徹底、労働安全の専門家の活用、安全教育の実施等の関

連法令の遵守等 

 

（４）生産性の向上、コストの縮減等に向けた取組強化 

① 森林組合等において、例えば次に掲げる取組など、コスト縮減

に向けた取組や安全対策を積極的に行っているか。 

ア・イ （略） 

ウ 高性能林業機械を活用した効率的な利用間伐等の実施 

（新設） 

エ （略） 

オ 災害発生時の迅速な連絡体制の整備、リスクアセスメント 

や安全指導の徹底、作業現場への巡回指導、安全な伐木技術

    の習得や防護具の着用、労働安全の専門家の活用、安全教育

    の実施等関連法令の遵守等 

② （略） 

 

② （略） 

（５）独占禁止法違反の排除 
例えば組合員に対して森林組合等以外に販売を委託することを 

制限し、森林組合等を利用しないことを理由として他の事業の利

用を制限するなど、独占禁止法に定める 「不正な取引方法」に当

たるおそれのある行為が行われていないか。また、「一定の取引分

野における競争を実質的に制限する」行為が行われていないか。  
（注） 令和２年改正法により、専用契約（組合員が森林組合等の事 

業の一部を専ら利用すべき旨の契約）についての規定が廃止

された（法第34条、第109条第２項及び第116条）。森林組合等

が優越的地位を利用して、組合員にその事業の利用を強制す

るような行為については、独占禁止法の規定に基づき、不公正

（５）独占禁止法違反の排除 

例えば組合員に対して森林組合等以外に販売を委託することを 

制限し、森林組合等 を利用しないことを理由として他の事業の利

用を制限するなど、独占禁止法に定める 「不正な取引方法」に当

たるおそれのある行為が行われていないか。また、「一定の取引分

野における競争を実質的に制限する」行為が行われていないか。  

（注） 令和２年改正法により、専用契約（組合員が森林組合等の事 

業の一部を専ら利用すべき旨の契約）についての規定が廃止

された（法第34条、第109条第２項及び第116条）。今後、森林

組合等が優越的地位を利用して、組合員にその事業の利用を

強制するような行為については、独占禁止法の規定に基づき、
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な取引方法として規制されることに留意が必要である。 

（６） （略） 

 

不公正な取引方法として規制されることとなる。 

（６） （略） 

（７）その他 

森林経営管理法に基づく経営管理実施権の設定を受けることを 

希望する森林組合等については、「森林経営管理法の運用につい

て」の考え方により各都道府県において定めた、民間事業者が同法

第36条第２項又は第44条第２項に規定する要件に適合するか否か

の判断基準を満たしているか。 

 

（７）その他 

森林経営管理法に基づく経営管理実施権の設定を受けることを 

希望する森林組合等については、「森林経営管理法の運用につい

て」（平成30年12月21日付け30林整計第713号林野庁長官通知）の

考え方により各都道府県において定めた、民間事業者が同法第36

条第２項に規定する要件に適合するか否かの判断基準を満たして

いるか。 

Ⅲ－３－２－３ （略） 

 

Ⅲ－３－２－３ （略） 

Ⅲ－３－３ 加工事業 

Ⅲ－３－３－１ （略） 

 

Ⅲ－３－３－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

 

Ⅲ－３－３ 加工事業 

Ⅲ－３－３－１ （略） 

Ⅲ－３－３－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

（２）加工事業に関する契約等 

① 加工事業の実施に当たって、森林組合等は組合員や民間事業

者との間で明確な契約を書面等で締結しているか。 

② 契約書その他の書面において、森林組合等が事業実施に必要

な経費として控除する経費について、組合員に対して、その内

容、金額などが適切に明示されているか。 

③ （略） 

 

（２）加工事業に関する契約等 

① 加工事業の実施に当たって、森林組合等は組合員との間で明

確な契約を締結しているか。 

② 契約書その他の書面において、森林組合等が事業実施に必要

な経費として控除する経費について、その内容、金額などが適切

に明示されているか。 

③ （略） 

（３） （略） 

 

（３） （略） 

Ⅲ－３－３－３ （略） Ⅲ－３－３－３ （略） 
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Ⅲ－３－４ 森林整備事業 

Ⅲ－３－４－１ （略） 

Ⅲ－３－４－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

 

Ⅲ－３－４ 森林整備事業 

Ⅲ－３－４－１ （略） 

Ⅲ－３－４－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

（２）森林整備事業に関する契約等 

① 森林整備事業の実施に当たって、森林組合等は組合員や民間

事業者との間で明確な契約を書面等で締結しているか。 

② 契約書その他の書面において、手数料等森林組合等が事業実

施に必要な経費として控除する経費について、組合員に対して、

その内容、金額などが適切に明示されているか。 

③ （略） 

 

（２）森林整備事業に関する契約等 

① 森林整備事業の実施に当たって、森林組合等は組合員との間

で明確な契約を締結しているか。 

② 契約書その他の書面において、手数料等森林組合等が事業実

施に必要な経費として控除する経費について、その内容、金額な

どが適切に明示されているか。 

③ （略） 

（削る。）  ④ 施業委託先について、労災保険に加入しているかを確認して

いるか。 

④ 再造林を効率的に実行するため、主伐前に再造林以降の契約

を行っているか。 

 

（新設） 

（３） （略） 

 

（３） （略） 

（４）生産性の向上、コストの縮減等に向けた取組強化 

① 森林組合等において、例えば、次に掲げる取組など、コスト縮

減に向けた取組や安全対策を積極的に行っているか。 

ア～エ （略） 

オ 災害発生時の迅速な連絡体制の整備、リスクアセスメント

やガイドラインの遵守等の安全指導の徹底、作業現場への巡

回指導、安全な伐木技術の習得や防護具の配布・着用、熱中症

対策の徹底、労働安全の専門家の活用、安全教育の実施等の関

（４）生産性の向上、コストの縮減等に向けた取組強化 

① 森林組合等において、例えば、次に掲げる取組など、コスト縮

減に向けた取組や安全対策を積極的に行っているか。 

ア～エ （略） 

オ 災害発生時の迅速な連絡体制の整備、リスクアセスメント

や安全指導の徹底、作業現場への巡回指導、安全な伐木技術の

習得や防護具の着用、労働安全の専門家の活用、安全教育の実

施等関連法令の遵守等 
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連法令の遵守等 

 

② （略） 

 

② （略） 

（５）その他 

森林経営管理法に基づく経営管理実施権の設定を受けることを

希望する森林組合等については、「森林経営管理法の運用につい

て」の考え方により各都道府県において定めた、民間事業者が同法

第36条第２項又は第44条第２項に規定する要件に適合するか否か

の判断基準を満たしているか。 

 

（５）その他 

森林経営管理法に基づく経営管理実施権の設定を受けることを

希望する森林組合等については、「森林経営管理法の運用につい

て」の考え方により各都道府県において定めた、民間事業者が同法

第36条第２項に規定する要件に適合するか否かの判断基準を満た

しているか。 

Ⅲ－３－４－３ 監督手法・対応 

上記の着眼点を踏まえたヒアリング等を総会等の前後等に実施し

て各森林組合等の取組状況を把握し、問題が生じるおそれがある場

合等には改善を促すものとする。 

なお、森林組合が民間事業者の伐採後に再造林を行う例も多いが、

この場合も伐採前に再造林等の契約を結び、民間事業者が伐採作業

時に枝条の整理等を実施するようにすることなどが重要であること

から、地域の実態を踏まえつつ、都道府県全体や県内の地域別に、再

造林を行う森林組合等と民間事業者の連携を深める仕組みを作って

いくことが望ましい。 

 

Ⅲ－３－４－３ 監督手法・対応 

上記の着眼点を踏まえたヒアリング等を総会等の前後等に実施し

て各森林組合等の取組状況を把握し、問題が生じるおそれがある場

合等には改善を促すものとする。 

Ⅲ－３－５ 利用事業 

Ⅲ－３－５－１ 意義 

鳥獣害の防止、病害虫の防除、森林調査、ハーベスタ等の林業機械

の利用、森林経営計画の作成、造林補助金の申請事務などの利用事

業については、組合員のみならず、組合員以外の者からの利用ニー

ズもあることから、ニーズに応じた柔軟な利用となるよう対策を講

ずることにより、その有効な事業実施を図ることが重要である。 

Ⅲ－３－５ 利用事業 

Ⅲ－３－５－１ 意義 

鳥獣害の防止、病害虫の防除、森林調査、高性能林業機械の利用、

森林経営計画の作成、造林補助金の申請事務などの利用事業につい

ては、組合員のみならず、組合員以外の者からの利用ニーズもある

ことから、ニーズに応じた柔軟な利用となるよう対策を講ずること

により、その有効な事業実施を図ることが重要である。 
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Ⅲ－３－５－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

 

Ⅲ－３－５－２ 主な着眼点 

（１） （略） 

（２）利用事業に関する契約等 

① 利用事業の実施に当たって、森林組合等は組合員や民間事業

者との間で明確な契約を書面等で締結しているか。 

② 契約書その他の書面において、手数料等森林組合等が事業実

施に必要な経費として控除する経費について、組合員に対して、

その内容、金額などが適切に明示されているか。 

③ （略） 

 

（２）利用事業に関する契約等 

① 利用事業の実施に当たって、森林組合等は組合員との間で明

確な契約を締結しているか。 

② 契約書その他の書面において、手数料等森林組合等が事業実

施に必要な経費として控除する経費について、その内容、金額な

どが適切に明示されているか。 

③ （略） 

Ⅲ－３－５－３ （略） 

 

Ⅲ－３－５－３ （略） 

Ⅲ－３－６・Ⅲ－３－７ （略） 

 

Ⅲ－３－６・Ⅲ－３－７ （略） 

Ⅲ－３－８ 林地供給事業 

Ⅲ－３－８－１ 意義  

法第９条第２項第７号の林地供給事業は、組合員の行う林業の目

的に供するための土地の供給を行うものである。本事業の実施によ

る組合員の所有森林の規模拡大、施業集約化等を通じて、我が国の

林地保有規模の零細性・分散性を改善するとともに、森林所有者の

林業経営意欲を向上させる効果も期待される。また、不在村化や相

続等により所有森林への関心が低下する中、所有者不明森林となる

ことを防ぐためにも重要である。 

 

Ⅲ－３－８ 林地供給事業 

Ⅲ－３－８－１ 意義  

法第９条第２項第７号の林地供給事業は、組合員の行う林業の目

的に供するための土地の供給を行うことにより、我が国の林地保有

規模の零細性・分散性を改善し、林業経営意欲を持つ者の林業経営

の規模の拡大、林地の施業集約化等を推進するものとなっている必

要がある。 

Ⅲ－３－８－２・Ⅲ－３－８－３ （略） 

 

Ⅲ－３－８－２・Ⅲ－３－８－３ （略） 

Ⅲ－３－９ （略） Ⅲ－３－９ （略） 
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Ⅲ－３－10 森林経営事業 

Ⅲ－３－10－１ 意義 

森林経営事業については、森林組合等が地域の森林の施業を集約

化する役割をより一層果たしていくため、森林所有者の行う森林経

営の補完的なものとして認められたものである。このため、実施に

当たっては総組合員の３分の２以上の書面による同意を得る等、慎

重な手続を経るとともに、その趣旨に即した明確な事業実施方針に

よりこれを行うことにより、林業を行う組合員の利益の増進又は森

林の保続培養及び森林生産力の増進を図るものとなっている必要が

ある。 

一方、森林経営事業の実施は、不在村化や相続等により所有森林

への関心が低下する中で、所有者不明森林となることを防ぐために

重要でもあり、地域の実情を考慮しながら林地供給事業等と併せ推

進する必要がある。 

 

Ⅲ－３－10 森林経営事業 

Ⅲ－３－10－１ 意義 

森林経営事業については、森林組合等が地域の森林の施業を集約

化する役割をより一層果たしていくため、森林所有者の行う森林経

営の補完的なものとして認められたものである。このため、実施に

当たっては慎重な手続を経るとともに、その趣旨に即した明確な事

業実施方針によりこれを行うことにより、林業を行う組合員の利益

の増進又は森林の保続培養及び森林生産力の増進を図るものとなっ

ている必要がある。 

Ⅲ－３－10－２・Ⅲ－３－10－３ （略） 

 

Ⅲ－３－10－２・Ⅲ－３－10－３ （略） 

Ⅲ－４ （略） 

 

Ⅲ－４ （略） 

Ⅲ－５ 障害者への対応 

Ⅲ－５－１ 意義 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律

第65号）により、事業者には、障害者に対する不当な差別的取扱いの

禁止及び合理的配慮の提供の義務が課せられており、森林組合等は

これを遵守する必要がある。 

 

Ⅲ－５ 障害者への対応 

Ⅲ－５－１ 意義 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律

第65号）により、事業者には、障害者に対する不当な差別的取扱いの

禁止及び合理的配慮の努力義務が課せられており、森林組合等はこ

れを遵守する必要がある。 

Ⅲ－５－２・Ⅲ－５－３ （略） 

 

Ⅲ－５－２・Ⅲ－５－３ （略） 
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Ⅳ 森林組合等の監督の事務処理上の留意点 

Ⅳ－１ 監督事務の流れ 

Ⅳ－１－１ オフサイト・モニタリング 

（１）検査と検査の間においても森林組合等の健全性に係る問題を早

期に発見し、改善のための働きかけを行うことが重要であること

から、森林組合等の決算に係るヒアリング又は決算関係書類等に

より森林組合等の経営状況を把握する。また、森林組合等から提

出のあった各種情報を迅速かつ効率的に分析し、分析結果の森林

組合等への還元及びヒアリングなどを通じ、経営の健全性の確保

に向けた自主的な取組を促すものとする。この際、法第117条に基

づき、森林組合等の事業活動を通じ、森林の有する公益的機能の

維持増進が図られるように、林野庁や各都道府県の林業行政の動

向や都道府県内の森林・林業経営体の状況等も勘案し、指導・助言

することが望ましい。 

 

Ⅳ 森林組合等の監督の事務処理上の留意点 

Ⅳ－１ 監督事務の流れ 

Ⅳ－１－１ オフサイト・モニタリング 

（１）検査と検査の間においても森林組合等の健全性に係る問題を早

期に発見し、改善のための働きかけを行うことが重要であること

から、森林組合等の決算に係るヒアリング又は決算関係書類等に

より森林組合等の経営状況を把握する。また、森林組合等から提

出のあった各種情報を迅速かつ効率的に分析し、分析結果の森林

組合等への還元及びヒアリングなどを通じ、経営の健全性の確保

に向けた自主的な取組を促すものとする。 

（２）・（３） （略） 

 

（２）・（３） （略） 

Ⅳ－１－２～Ⅳ－１－４ （略） 

 

Ⅳ－１－２～Ⅳ－１－４ （略） 

Ⅳ－２ 法令等に係る事務処理上の留意事項 

Ⅳ－２－１ 森林組合等の組織 

Ⅳ－２－１－１ 森林組合等の設立、定款変更及び解散 

（略） 

Ⅳ－２－１－１－１ 申請書類 

森林組合等の設立、定款変更及び解散の認可に係る申請書の受理

に当たっては、法第78条第２項（法第61条第３項（第109条第３項に

おいて準用する場合を含む。）、第83条第３項、第108条の２第３項及

び第109条第４項において準用する場合を含む。）において申請者に

対して設立等に関する報告書を要求できることとされていることに

Ⅳ－２ 法令等に係る事務処理上の留意事項 

Ⅳ－２－１ 森林組合等の組織 

Ⅳ－２－１－１ 森林組合等の設立、定款変更及び解散 

（略） 

Ⅳ－２－１－１－１ 申請書類 

森林組合等の設立、定款変更及び解散の認可に係る申請書の受理

に当たっては、法第78条第２項（法第61条第３項（第109条第３項に

おいて準用する場合を含む。）、第83条第３項、第108条の２第３項及

び第109条第４項において準用する場合を含む。）において申請者に

対して設立等に関する報告書を要求できることとされていることに
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基づき、法第78条第１項（法第109条第４項において準用する場合を

含む。）において提出を求めている定款及び事業計画書を含め、次の

書類の提出を求めるものとする。 

  また、審査を行う上で必要となる報告書（定款や事業計画書等の

内容が不明確な場合に要求する追加報告書等）がある場合において

は、必要に応じ当該報告書の提出を求めるものとする。 

  なお、これらの手続については、メール等のオンラインでの申請

等を原則とするが、手続の相手方の意向等により郵送等での提出も

可能なものとする。 

 

基づき、法第78条第１項（法第109条第４項において準用する場合を

含む。）において提出を求めている定款及び事業計画書を含め、次の

書類の提出を求めるものとする。 

  また、審査を行う上で必要となる報告書（定款や事業計画書等の

内容が不明確な場合に要求する追加報告書等）がある場合において

は、必要に応じ当該報告書の提出を求めるものとする。 

（１）設立に係る認可申請書類 

①～⑧ （略） 

⑨ 法第77条（法第109条第４項において準用する場合を含む。） 

に規定する創立総会の開催に関する書類（創立総会の開催公告

の写し、創立総会の議事録の写し） 

⑩ （略） 

 

（１）設立に係る認可申請書類 

①～⑧ （略） 

⑨ 法第77条（法第109条第４項において準用する場合を含む。） 

に規定する創立総会の開催に関する書類（創立総会の開催公告

の写し、創立総会の議事録（謄本）） 

⑩ （略） 

（２）定款変更に係る認可申請書類 

①～④ （略） 

⑤ 定款変更の決議をした総会等の議事録の写し 

⑥～⑧ （略） 

 

（２）定款変更に係る認可申請書類 

①～④ （略） 

⑤ 定款変更の決議をした総会等の議事録（謄本） 

⑥～⑧ （略） 

（３）定款変更に係る届出 

①～④ （略） 

⑤ 定款変更の決議をした総会等の議事録の写し 

⑥ （略） 

 

（３）定款変更に係る届出 

①～④ （略） 

⑤ 定款変更の決議をした総会等の議事録（謄本） 

⑥ （略） 

（４）解散に係る認可申請書類 

①・② （略） 

（４）解散に係る認可申請書類 

①・② （略） 
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③ 解散の決議をした総会等の議事録の写し 

④・⑤ （略） 

 

③ 解散の決議をした総会等の議事録（謄本） 

④・⑤ （略） 

Ⅳ－２－１－１－２・Ⅳ－２－１－１－３ （略） 

 

Ⅳ－２－１－１－２・Ⅳ－２－１－１－３ （略） 

Ⅳ－２－１－２ 森林組合等の各種規程の承認等 

Ⅳ－２－１－２－１ 森林経営信託規程の承認 

（１）申請書類 

  法第10条第１項又は第３項（法第109条第１項において準用する

場合を含む。）の規定に基づく信託規程（以下「森林経営信託規程」

という。）の設定、変更若しくは廃止の承認申請書又は法第10条第

４項（法第109条第１項において準用する場合を含む。）の規定に

基づく森林経営信託規程の変更の届出書の受理に当たっては、次

の書類の提出を求めるものとする。 

   また、審査を行う上で必要となる書類（理由書の内容が不明確

な場合に要求する追加報告書等）がある場合には、必要に応じ当

該書類の提出を求めることとする。 

なお、これらの手続については、メール等のオンラインでの申請

等を原則とするが、手続の相手方の意向等により郵送等での提出

も可能なものとする。 

 

Ⅳ－２－１－２ 森林組合等の各種規程の承認等 

Ⅳ－２－１－２－１ 森林経営信託規程の承認 

（１）申請書類 

   法第10条第１項又は第３項（法第109条第１項において準用する

場合を含む。）の規定に基づく信託規程（以下「森林経営信託規程」

という。）の設定、変更若しくは廃止の承認申請書又は法第10条第

４項（法第109条第１項において準用する場合を含む。）の規定に

基づく森林経営信託規程の変更の届出書の受理に当たっては、次

の書類の提出を求めるものとする。 

また、審査を行う上で必要となる書類（理由書の内容が不明確な

場合に要求する追加報告書等）がある場合には、必要に応じ当該書

類の提出を求めることとする。 

① 設定承認申請書類 

ア～ウ （略） 

エ 規程を定める決議をした総会等の議事録の写し 

 

① 設定承認申請書類 

ア～ウ （略） 

エ 規程を定める決議をした総会等の議事録（謄本） 

② 変更承認申請書類 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録の写し 

 

② 変更承認申請書類 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録（謄本） 



43 
 

改      正      後 現       行 

③ 廃止承認申請書類 

ア・イ （略） 

ウ 規程廃止の決議をした総会等の議事録の写し 

 

③ 廃止承認申請書類 

ア・イ （略） 

ウ 規程廃止の決議をした総会等の議事録（謄本） 

④ 変更に係る届出 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録の写し 

 

④ 変更に係る届出 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録(謄本) 

（２） （略） 

 

（２） （略） 

Ⅳ－２－１－２－２ 林地処分事業実施規程の承認 

（１）申請書類 

法第24条第１項又は第３項（法第109条第１項において準用する

場合を含む。）の規定に基づく林地処分事業実施規程の設定、変更

若しくは廃止の承認申請書又は法第24条第４項（法第109条第１項

において準用する場合を含む。）の規定に基づく林地処分事業実施

規程の変更の届出書の受理に当たっては、次の書類の提出を求め

るものとする。 

   また、審査を行う上で必要となる書類（理由書の内容が不明確

な場合に要求する追加報告書等）がある場合には、必要に応じ当

該書類の提出を求めることとする。 

なお、これらの手続については、メール等のオンラインでの申請

等を原則とするが、手続の相手方の意向等により郵送等での提出

も可能なものとする。 

 

Ⅳ－２－１－２－２ 林地処分事業実施規程の承認 

（１）申請書類 

   法第24条第１項又は第３項（法第109条第１項において準用する

場合を含む。）の規定に基づく林地処分事業実施規程の設定、変更

若しくは廃止の承認申請書又は法第24条第４項（法第109条第１項

において準用する場合を含む。）の規定に基づく林地処分事業実施

規程の変更の届出書の受理に当たっては、次の書類の提出を求め

るものとする。 

また、審査を行う上で必要となる書類（理由書の内容が不明確な

場合に要求する追加報告書等）がある場合には、必要に応じ当該書

類の提出を求めることとする。 

① 設定承認申請書類 

ア～ウ （略） 

エ 規程を定める決議をした総会等の議事録の写し 

 

① 設定承認申請書類 

ア～ウ （略） 

エ 規程を定める決議をした総会等の議事録（謄本） 
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② 変更承認申請書類 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録の写し 

 

② 変更承認申請書類 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録（謄本） 

③ 廃止承認申請書類 

ア・イ （略） 

ウ 規程廃止の決議をした総会等の議事録の写し 

 

③ 廃止承認申請書類 

ア・イ （略） 

ウ 規程廃止の決議をした総会等の議事録（謄本） 

④ 変更に係る届出 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録の写し 

 

④ 変更に係る届出 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録(謄本) 

（２） （略） 

 

（２） （略） 

Ⅳ－２－１－２－３ 森林経営規程の承認 

（１）申請書類 

   法第26条の３第１項及び第３項（法第109条第１項において準用

する場合を含む。）の規定に基づく森林経営規程の設定、変更若し

くは廃止の承認申請書又は法第26条の３第４項（法第109条第１項

において準用する場合を含む。）の規定に基づく森林経営規程の変

更の届出書の受理に当たっては、次の書類の提出を求めるものと

する。 

   また、審査を行う上で必要となる書類（理由書の内容が不明確

な場合に要求する追加報告書等）がある場合においては、必要に

応じ当該書類の提出を求めることとする。 

なお、これらの手続については、メール等のオンラインでの申請

等を原則とするが、手続の相手方の意向等により郵送等での提出

も可能なものとする。 

 

Ⅲ－２－１－２－３ 森林経営規程の承認 

（１）申請書類 

   法第26条の３第１項及び第３項（法第109条第１項において準用

する場合を含む。）の規定に基づく森林経営規程の設定、変更若し

くは廃止の承認申請書又は法第26条の３第４項（法第109条第１項

において準用する場合を含む。）の規定に基づく森林経営規程の変

更の届出書の受理に当たっては、次の書類の提出を求めるものと

する。 

また、審査を行う上で必要となる書類（理由書の内容が不明確な

場合に要求する追加報告書等）がある場合においては、必要に応じ

当該書類の提出を求めることとする。 
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① 設定承認申請書類 

ア～ウ （略） 

エ 規程を定める決議をした総会等の議事録の写し 

 

① 設定承認申請書類 

ア～ウ （略） 

エ 規程を定める決議をした総会等の議事録（謄本） 

② 変更承認申請書類 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録の写し 

 

② 変更承認申請書類 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録（謄本） 

③ 廃止承認申請書類 

ア・イ （略） 

ウ 規程廃止の決議をした総会等の議事録の写し 

 

③ 廃止承認申請書類 

ア・イ （略） 

ウ 規程廃止の決議をした総会等の議事録（謄本） 

④ 変更に係る届出 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録の写し 

 

④ 変更に係る届出 

ア～エ （略） 

オ 規程変更の決議をした総会等の議事録(謄本) 

（２） （略） 

 

（２） （略） 

Ⅳ－２－１－３ 森林組合等の合併 

 森林組合等は、森林所有者の自主的な組織であり、その組織のあ

り方については、組合員の総意に基づき決定されるものである。一

方で、森林所有者の協同組織として、その負託に応え得るためには、

財務基盤や業務執行体制の充実など経営基盤を強化すること等が重

要であり、そのための方策の一つとして合併等も有効であることか

ら、引き続き推進することとしているところである。  
 合併に当たっては、地理的状況や都道府県の出先機関の配置状況、

連合会の経営状況等を勘案した将来的な森林組合等のあり方を念頭

に置いて、森林経営管理法第 36 条第２項又は第 44 条第２項の規定

により都道府県が公表する民間事業者（森林経営管理制度の担い手

Ⅳ－２－１－３ 森林組合等の合併 

 森林組合等は、森林所有者の自主的な組織であり、その組織のあ

り方については、組合員の総意に基づき決定されるものである。一

方で、森林所有者の協同組織として、その負託に応え得るためには、

財務基盤や業務執行体制の充実など経営基盤を強化すること等が重

要であり、そのための方策の一つとして合併等も有効であることか

ら、引き続き推進することとしているところである。  

 合併に当たっては、地理的状況や都道府県の出先機関の配置状況、

連合会の経営状況等を勘案した将来的な森林組合等のあり方を念頭

に置いて、森林経営管理法第 36条第２項の規定により都道府県が公

表する民間事業者（森林経営管理制度の担い手となる林業事業体）
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となる林業事業体）や１県１組合への組織再編をも志向して合併の

推進を図る等、適切な指導を行うものとする。 

 
Ⅳ－２－１－３－１ （略） 

 

や１県１組合への組織再編をも志向して合併の推進を図る等、適切

な指導を行うものとする。 
 

Ⅳ－２－１－３－１ （略） 

Ⅳ－２－１－３－２ 申請及び認可 

（１）申請書類 

森林組合等の合併の認可に係る申請書の受理に当たっては、法

第84条第３項（法第109条第５項において準用する場合を含む。）に

おいて準用する法第78条第２項の規定により申請者に対して合併

に関する報告書を要求できることとされていることに基づき、次

の書類の提出を求めることとする。 

   また、審査を行う上で必要となる報告書がある場合においては、

必要に応じ当該報告書の提出を求めることとする。 

なお、これらの手続については、メール等のオンラインでの申請

を原則とするが、手続の相手方の意向等により郵送等での提出も

可能なものとする。 

Ⅳ－２－１－３－２ 申請及び認可 

（１）申請書類 

森林組合等の合併の認可に係る申請書の受理に当たっては、法

第84条第３項（法第109条第５項において準用する場合を含む。）に

おいて準用する法第78条第２項の規定により申請者に対して合併

に関する報告書を要求できることとされていることに基づき、次

の書類の提出を求めることとする。 

また、審査を行う上で必要となる報告書がある場合においては、

必要に応じ当該報告書の提出を求めることとする。 

① 合併総会を行う森林組合等に求める提出書類 

ア・イ （略） 

ウ 合併を決議した総会等の議事録の写し 

エ 合併契約書及び覚書の写し 

オ～キ （略） 

ク 法第65条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場

合には、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の

議事録の写し 

ケ （略） 

コ 新設合併の場合にあっては、法第85条（法第109条第５項に

おいて準用する場合を含む。）の規定により選任された設立委

員であることの証明書及び設立委員会の議事録の写し 

① 合併総会を行う森林組合等に求める提出書類 

ア・イ （略） 

ウ 合併を決議した総会等の議事録（謄本） 

エ 合併契約書及び覚書（謄本） 

オ～キ （略） 

ク 法第65条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場

合には、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の

議事録（謄本） 

ケ （略） 

コ 新設合併の場合にあっては、法第85条（法第109条第５項に

おいて準用する場合を含む。）の規定により選任された設立委

員であることの証明書及び設立委員会の議事録（謄本） 
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サ～ス （略） 

 

サ～ス （略） 

② （略） 

ア・イ （略） 

ウ 合併によって消滅する森林組合等が合併を決議した総会等

の議事録の写し 

エ 合併後存続する森林組合等が合併の方針を決議した理事会

の議事録の写し 

オ 合併契約書及び覚書の写し 

カ～ク （略） 

ケ 法第65条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場

合には、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の

議事録の写し 

コ～ソ （略） 

 

② （略） 

ア・イ （略） 

ウ 合併によって消滅する森林組合等が合併を決議した総会等

の議事録（謄本） 

エ 合併後存続する森林組合等が合併の方針を決議した理事会

の議事録（謄本） 

オ 合併契約書及び覚書（謄本） 

カ～ク （略） 

ケ 法第65条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場

合には、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の

議事録（謄本） 

コ～ソ （略） 

（２） （略）  

 

（２） （略） 

Ⅳ－２－１－４ （略）  

 

Ⅳ－２－１－４ （略） 

Ⅳ－２－１－５ 森林組合等の吸収分割 

（略） 

Ⅳ－２－１－５－１ （略） 

 

Ⅳ－２－１－５ 森林組合等の吸収分割 

（略） 

Ⅳ－２－１－５－１ （略） 

Ⅳ－２－１－５－２ 申請及び認可 

（１）申請書類 

森林組合等の吸収分割の認可に係る申請書の受理に当たって

は、法第88条の３第３項又は第108条の５第３項において準用する

法第78条第２項の規定により申請者に対して吸収分割に関する報

告書を要求できることとされていることに基づき、次の書類の提

Ⅳ－２－１－５－２ 申請及び認可 

（１）申請書類 

森林組合等の吸収分割の認可に係る申請書の受理に当たって

は、法第88条の３第３項又は第108条の５第３項において準用する

法第78条第２項の規定により申請者に対して吸収分割に関する報

告書を要求できることとされていることに基づき、次の書類の提
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出を求めることとする。 

また、審査を行う上で必要となる報告書がある場合においては、

必要に応じ当該報告書の提出を求めることとする。 

   なお、これらの手続については、メール等のオンラインでの申

請を原則とするが、手続の相手方の意向等により郵送等での提出

も可能なものとする。 

なお、吸収分割の前後で森林組合等の所管行政庁が変わる場合、

吸収分割前の森林組合等の所管行政庁にあっては、予め当該森林

組合等から事業計画等の内容について聴取することとする。 

 

出を求めることとする。 

また、審査を行う上で必要となる報告書がある場合においては、

必要に応じ当該報告書の提出を求めることとする。 

なお、吸収分割の前後で森林組合等の所管行政庁が変わる場合、

吸収分割前の森林組合等の所管行政庁にあっては、予め当該森林

組合等から事業計画等の内容について聴取することとする。 

① 吸収分割契約を総会で決議する森林組合等に求める提出書類 

ア・イ （略） 

ウ 吸収分割を決議した総会等の議事録の写し 

エ 吸収分割契約書の写し 

オ～キ （略） 

ク 法第88条の５第１項において準用する法第65条の２第２項

の規定に基づく総会の招集があった場合には、当該総会まで

の経過を記載した書類及び当該総会の議事録の写し 

ケ～シ （略） 

 

① 吸収分割契約を総会で決議する森林組合等に求める提出書類 

ア・イ （略） 

ウ 吸収分割を決議した総会等の議事録（謄本） 

エ 吸収分割契約（謄本） 

オ～キ （略） 

ク 法第88条の５第１項において準用する法第65条の２第２項

の規定に基づく総会の招集があった場合には、当該総会まで

の経過を記載した書類及び当該総会の議事録（謄本） 

ケ～シ （略） 

② 吸収分割契約の総会決議を経ない森林組合等に求める提出書

   類 

法第88条の４第１項又は第108条の６第１項の規定により総

会の決議を経ないで行う吸収分割の認可に係る申請書の受理に

当たっては、次の書類の提出を求めるものとする。 

ア・イ （略） 

ウ 吸収分割組合等及び吸収分割承継組合等が吸収分割の方針

を決議した理事会の議事録の写し 

エ 吸収分割契約書の写し 

② 吸収分割契約の総会決議を経ない森林組合等に求める提出書

   類 

法第88条の４第１項又は第108条の６第１項の規定により総

会の決議を経ないで行う吸収分割の認可に係る申請書の受理に

当たっては、次の書類の提出を求めるものとする。 

ア・イ （略） 

ウ 吸収分割組合等及び吸収分割承継組合等が吸収分割の方針

を決議した理事会の議事録（謄本） 

エ 吸収分割契約（謄本） 
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オ～シ （略） 

 

オ～シ （略） 

（２） （略） 

 

（２） （略） 

 

Ⅳ－２－１－６ 森林組合等の新設分割 

（略） 

 

Ⅳ－２－１－６ 森林組合等の新設分割 

（略） 

Ⅳ－２－１－６－１ （略） 

 

Ⅳ－２－１－６－１ （略） 

Ⅳ－２－１－６－２ 申請及び認可 

（１）申請書類 

森林組合等の新設分割の認可に係る申請書の受理に当たって

は、法第108条の13第３項において準用する法第78条第２項の規定

により申請者に対して新設分割に関する報告書を要求できること

とされていることに基づき、次の書類の提出を求めることとする。 

また、審査を行う上で必要となる報告書がある場合においては、

必要に応じ当該報告書の提出を求めることとする。 

   なお、これらの手続については、メール等のオンラインでの申

請を原則とするが、手続の相手方の意向等により郵送等での提出

も可能なものとする。 

なお、新設分割の前後で森林組合等の所管行政庁が変わる場合、

新設分割前の森林組合等の所管行政庁にあっては、あらかじめ当

該森林組合等から事業計画等の内容について聴取することとす

る。 

 

Ⅳ－２－１－６－２ 申請及び認可 

（１）申請書類 

森林組合等の新設分割の認可に係る申請書の受理に当たって

は、法第108条の13第３項において準用する法第78条第２項の規定

により申請者に対して新設分割に関する報告書を要求できること

とされていることに基づき、次の書類の提出を求めることとする。 

また、審査を行う上で必要となる報告書がある場合においては、

必要に応じ当該報告書の提出を求めることとする。 

なお、新設分割の前後で森林組合等の所管行政庁が変わる場合、

新設分割前の森林組合等の所管行政庁にあっては、予め当該森林

組合等から事業計画等の内容について聴取することとする。 

① 新設分割計画を総会で決議する森林組合等に求める提出書類 

ア・イ （略） 

ウ 新設分割を決議した総会等の議事録の写し 

エ 新設分割計画の写し 

① 新設分割計画を総会で決議する森林組合等に求める提出書類 

ア・イ （略） 

ウ 新設分割を決議した総会等の議事録（謄本） 

エ 新設分割計画（謄本） 
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オ～キ （略） 

ク 法第108条の15において準用する法第65条の２第２項の規

定に基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経

過を記載した書類及び当該総会の議事録の写し 

ケ （略） 

コ 法第108条の15において読み替えて準用する法第85条の規

定により選任された設立委員であることの証明書及び設立委

員会の議事録の写し 

サ～ス （略） 

 

オ～キ （略） 

ク 法第108条の15において準用する法第65条の２第２項の規

定に基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経

過を記載した書類及び当該総会の議事録（謄本） 

ケ （略） 

コ 法第108条の15において読み替えて準用する法第85条の規

定により選任された設立委員であることの証明書及び設立委

員会の議事録（謄本） 

サ～ス （略） 

② 新設分割計画の総会決議を経ない森林組合等に求める提出書

   類 

法第108条の14第１項の規定により総会の決議を経ないで行

う新設分割の認可に係る申請書の受理に当たっては、次の書類

の提出を求めるものとする。 

ア・イ （略） 

ウ 新設分割組合等が新設分割の方針を決議した理事会の議事

録の写し 

エ 新設分割計画の写し 

オ～キ （略） 

ク 法第108条の15において読み替えて準用する法第85条の規

定により選任された設立委員であることの証明書及び設立委

員会の議事録の写し 

ケ～ス （略） 

 

② 新設分割計画の総会決議を経ない森林組合等に求める提出書

   類 

法第108条の14第１項の規定により総会の決議を経ないで行

う新設分割の認可に係る申請書の受理に当たっては、次の書類

の提出を求めるものとする。 

ア・イ （略） 

ウ 新設分割組合等が新設分割の方針を決議した理事会の議事

録（謄本） 

エ 新設分割計画（謄本） 

オ～キ （略） 

ク 法第108条の15において読み替えて準用する法第85条の規

定により選任された設立委員であることの証明書及び設立委

員会の議事録（謄本） 

ケ～ス （略） 

（２） （略） 

 

（２） （略） 

Ⅳ－２－１－７ 休眠組合への対応 
Ⅳ－２－１－７－１・Ⅳ－２－１－７－２  （略） 

Ⅳ－２－１－７ 休眠組合への対応 
Ⅳ－２－１－７－１・Ⅳ－２－１－７－２ （略） 
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Ⅳ－２－１－７－３ 監督手法・対応 
（１）～（７） （略） 

（８）法定解散組合に係る解散届等の提出 
 ① （略） 
② 都道府県知事は、所管する森林組合が、法第108 条の３の規 

定により連合会の権利義務を包括承継した場合には、当該解散

 ・消滅する連合会の解散に係る登記事項証明書及び包括承継の

 認可書の写しを林野庁長官に遅滞なく提出することとする。 
 

Ⅳ－２－１－７－３ 監督手法・対応 

（１）～（７） （略） 

（８）法定解散組合に係る解散届等の提出 

  ① （略） 

② 都道府県知事は、所管する森林組合が、法第108 条の３の規 

定により連合会の権利義務を包括承継した場合には、当該解散

  ・消滅する連合会の解散に係る登記簿謄本の写し及び包括承継

  の認可書の写しを林野庁長官に遅滞なく提出することとする。 

Ⅳ－２－１－８ 役員等 

Ⅳ－２－１－８－１ 女性の役員就任の促進について 

 男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）に基づく「第６

次男女共同参画基本計画」（令和８年３月13日閣議決定）においては、

農林水産業の発展のためには、女性が地域の農林水産業の方針決定

過程に参画し、女性の声を反映させていくことが必要であるとして、

女性を含めたより幅広い層が方針決定過程に参画できる環境を整備

することが求められている。 

 また、令和２年改正法においては、森林組合等の理事について、

若年層や女性を積極的に登用する観点から、「理事の年齢及び性別に

著しい偏りが生じないように配慮」する旨の規定が法に設けられて

いる（法第44条第11項（法第109条第３項において読み替えて準用す

る場合を含む。））。  
  森林組合等における女性の役員及び総代への就任などを促進し、

森林組合等の経営に多様な視点を導入することにより、森林組合等

の改革が促進されるものと考えられることから、森林組合等におけ

る女性の役員等への就任が促進されるよう指導するものとし、森林

組合等において、例えば次のような取組を行っているかを確認する

ものとする。 

 

Ⅳ－２－１－８ 役員等 

Ⅳ－２－１－８－１ 女性の役員就任の促進について 

男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）に基づく「第５次

男女共同参画基本計画」（令和２年12月25日閣議決定）においては、

地域の多様化する課題・ニーズに対応していくためには、様々な視

点から課題解決ができる多様な人材の確保が必要であることから、

地方公共団体や森林組合等と密に連携して、働く場など様々な場面

において、女性の意見を取り入れ、反映するとともに、意思決定過程

への女性の参画を促進することが求められている。 

  さらに、令和２年改正法においては、森林組合等の理事について、

若年層や女性を積極的に登用する観点から、「理事の年齢及び性別に

著しい偏りが生じないように配慮」する旨の規定が法に設けられた

ところである（法第44条第11項（法第109条第３項において読み替え

て準用する場合を含む。））。 

森林組合等における女性の役員及び総代への就任などを促進し、

森林組合等の経営に多様な視点を導入することにより、森林組合等

の改革が促進されるものと考えられることから、森林組合等におけ

る女性の役員等への就任が促進されるよう指導するものとし、森林

組合等において、例えば次のような取組を行っているかを確認する

ものとする。 
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ア （略） 

イ 女性役員の登用に向けた取組が行われているか。 

 

ア （略） 

イ 上記アの目標の達成に向けた取組が行われているか。 

Ⅳ－２－１－８－２ （略） 

 

Ⅳ－２－１－８－２ （略） 

Ⅳ－２－１－９ （略）  

 

Ⅳ－２－１－９ （略） 

Ⅳ－２－２ （略） 

 

Ⅳ－２－２ （略） 

Ⅳ－２－３ 財務書類作成に当たっての留意事項 

（略） 

Ⅳ－２－３－１・Ⅳ－２－３－２ （略） 

 

Ⅳ－２－３ 財務書類作成に当たっての留意事項 

（略） 

Ⅳ－２－３－１・Ⅳ－２－３－２ （略） 

Ⅳ－２－３－３ 決算書類の作成 

（略） 

（１） （略） 

（２）個別記載項目に係る留意事項 

①～③ （略） 

 

Ⅳ－２－３－３ 決算書類の作成 

（略） 

（１） （略） 

（２）個別記載項目に係る留意事項 

①～③ （略） 

④ 注記表において、リース取引により使用する固定資産に係る 

オフバランス情報の開示が求められている（施行規則第54条第

１項第４号）。当該注記の具体的記載内容については、各リース

資産の物理的な内容等の定性的な明細が求められているが、多

額のリース資産を保有する森林組合等にあっては、自主的に定

量的な情報（リース物件の取得価額相当額・未経過リース料残高

相当額等）が開示されることが望ましい。 

 

④ 注記表において、ファイナンス・リース取引により使用する 

固定資産に係るオフバランス情報の開示が求められている（施

行規則第54条第１項第４号）。当該注記の具体的記載内容につい

ては、各リース資産の物理的な内容等の定性的な明細が求めら

れているが、多額のリース資産を保有する森林組合等にあって

は、自主的に定量的な情報（リース物件の取得価額相当額・未経

過リース料残高相当額等）が開示されることが望ましい。 

⑤・⑥ （略） 

 

⑤・⑥ （略） 
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Ⅳ－２－３－４ （略） 

 

Ⅳ－２－３－４ （略） 

Ⅳ－２－４・Ⅳ－２－５ （略） 

 

Ⅳ－２－４・Ⅳ－２－５ （略） 

Ⅴ～Ⅶ （略） 

 

Ⅴ～Ⅶ （略） 

Ⅷ 連合会の監督上の留意点 

Ⅷ－１ 監督上の評価項目 

Ⅷ－１－１ 連合会の行う監査事業の意義 

（略） 

 

Ⅷ 連合会の監督上の留意点 

Ⅷ－１ 監督上の評価項目 

Ⅷ－１－１ 連合会の行う監査事業の意義 

（略） 

 

Ⅷ－１－２ 連合会の行う監査事業の主な着眼点 

（１）・（２）（略） 

 

（３）資格手当の支給等を通じて、森林組合監査士の確保に努めてい 

るか。また、研修等により、森林組合監査士の資質の向上に取り組

んでいるか。 

 

（４）特定の森林組合監査士だけで同じ森林組合の監査を繰り返し実 

施することがないよう、ローテーションで監査が行える体制を構 

築することが望ましい。 

 

（５）（略） 

 

Ⅷ－１－２ 連合会の行う監査事業の主な着眼点 

（１）・（２）（略） 

 

（３）森林組合監査士の育成に努めるとともに、研修等により、森林 

組合監査士の資質の向上に取り組んでいるか。 

 

 

（新設） 

 

 

 

（４）略 

 

Ⅷ－１－３（略） 

 

Ⅷ－１－３（略） 
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Ⅷ－２ 事務処理上の留意点 

Ⅷ－２－１ 監査規程の承認 

Ⅷ－２－１－１ 申請書類 

  法第102条第１項の規定に基づく監査規程の設定、変更又は廃止の

承認申請書の受理に当たっては、次の書類の提出を求めるものとす

る。 

  また、審査を行う上で必要となる書類（理由書の内容が不明確な

場合に要求する追加報告書等）がある場合には、必要に応じ当該書

類の提出を求めることとする。 

なお、これらの手続については、メール等のオンラインでの申請

を原則とするが、手続の相手方の意向等により郵送等での提出も可

能なものとする。 

 

Ⅷ－２ 事務処理上の留意点 

Ⅷ－２－１ 監査規程の承認 

Ⅷ－２－１－１ 申請書類 

  法第102条第１項の規定に基づく監査規程の設定、変更又は廃止の

承認申請書の受理に当たっては、次の書類の提出を求めるものとす

る。 

また、審査を行う上で必要となる書類（理由書の内容が不明確な

場合に要求する追加報告書等）がある場合には、必要に応じ当該書

類の提出を求めることとする。 

（１） （略） 

 

（１） （略） 

（２）変更承認申請書類 

①～④ （略） 

⑤ 規程変更の決定を証する書面（総会の議事録の写し等） 

 

（２）変更承認申請書類 

①～④ （略） 

⑤ 規程変更の決定を証する書面（総会の議事録（謄本）等） 

（３）廃止承認申請書類 

①・② （略） 

③ 規程廃止の決定を証する書面（総会の議事録の写し等） 

 

（３）廃止承認申請書類 

①・② （略） 

③ 規程廃止の決定を証する書面（総会の議事録（謄本）等） 

Ⅷ－２－１－２ （略） 

別添１～別添３ （略） 

 

Ⅷ－２－１－２ （略） 

別添１～別添３ （略） 

別紙様式 別紙様式 

Ⅲ－１－４－３ 別紙様式１（不適正事案報告書） 

（略） 

Ⅲ－１－４－３ 別紙様式１（不適正事案報告書） 

（略） 
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１・２ （略） 

３．発生から報告までの経過 

（略）  （略） 
 
理事会への

報告年月日 
    年  月  日 

 ○理事会提出資料及び議事録（抄本）を添付する。 
 
（略） （略） 

 
４～８ （略） 

注１～３ （略） 

１・２ （略） 

３．発生から報告までの経過 

（略）  （略） 
 
理事会への

報告年月日 
    年  月  日 

 ○理事会提出資料及び議事録（妙本）を添付する。 
 
（略） （略） 

 
４～８ （略） 

注１～３ （略） 

別紙様式 

Ⅲ－２－１－２～Ⅳ－１－２－３ （略） 

別紙様式 

Ⅲ－２－１－２～Ⅳ－１－２－３ （略） 

Ⅳ－２－１－１－１ 別紙様式４（組合設立の認可） 

（略） 

設立認可申請書 

 

 森林組合法第78条第１項（法第109条第４項において準用する場合を

含む。）の規定により、    森林組合（連合会）の設立の認可を申

請します。 

 

記 

 

  設立しようとする組合の住所及び名称 

 

（添付資料） 

Ⅳ－２－１－１－１ 別紙様式４（組合設立の認可） 

（略） 

設立認可申請書 

 

 森林組合法第78条第１項（法第109条第４項において準用する場合を

含む。）の規定により、    森林組合（連合会）の設立の認可を申

請します。 

 

記 

 

  設立しようとする組合の住所及び名称 

 

（添付資料） 
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１～７ （略） 

８ 法第77条（法第109条第４項において準用する場合を含む。）に

規定する創立総会の開催に関する書類 

  （創立総会の開催公告の写し、創立総会の議事録の写し） 

９ （略） 

 

１～７ （略） 

８ 法第77条（法第109条第４項において準用する場合を含む。）に

規定する創立総会の開催に関する書類 

  （創立総会の開催公告の写し、創立総会の議事録（謄本）） 

９ （略） 

 

Ⅳ－２－１－１－１ 別紙様式５（組合の定款変更の認可） 

（略） 

定款変更認可申請書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、定款変

更の決議を行ったので、森林組合法第61条第２項（法第109条第３項

において準用する場合を含む。）の規定により定款変更の認可を申請

します。 

 

（添付書類） 

１～３ （略） 

４ 定款変更の決議をした総会（総代会）の議事録の写し 

５ （略） 

（略） 

Ⅳ－２－１－１－１ 別紙様式５（組合の定款変更の認可） 

（略） 

定款変更認可申請書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、定款変

更の決議を行ったので、森林組合法第61条第２項（法第109条第３項

において準用する場合を含む。）の規定により定款変更の認可を申請

します。 

 

（添付書類） 

１～３ （略） 

４ 定款変更の決議をした総会（総代会）の議事録（謄本） 

５ （略） 

（略） 

 

Ⅳ－２－１－１－１ 別紙様式６（組合の定款変更の届出） 

（略） 

定款変更届出書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、定款変

更の決議を行ったので、森林組合法第61条第４項（法第109条第３項

において準用する場合を含む。）の規定により届出を行います。 

 

Ⅳ－２－１－１－１ 別紙様式６（組合の定款変更の届出） 

（略） 

定款変更届出書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、定款変

更の決議を行ったので、森林組合法第61条第４項（法第109条第３項

において準用する場合を含む。）の規定により届出を行います。 
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（添付書類） 

１～３ （略） 

４ 定款変更の決議をした総会（総代会）の議事録の写し 

５ （略） 

（添付書類） 

１～３ （略） 

４ 定款変更の決議をした総会（総代会）の議事録（謄本） 

５ （略） 

 

Ⅳ－２－１－１－１ 別紙様式７（組合解散の認可） 

（略） 

解散認可申請書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、解散の

決議を行ったので、森林組合法第83条第２項（森林組合連合会にあ

っては、法第108条の２第２項）の規定により解散の認可を申請しま

す。 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 解散の決議をした総会（総代会）の議事録の写し 

３・４ （略） 

 

Ⅳ－２－１－１－１ 別紙様式７（組合解散の認可） 

（略） 

解散認可申請書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、解散の

決議を行ったので、森林組合法第83条第２項（森林組合連合会にあ

っては、法第108条の２第２項）の規定により解散の認可を申請しま

す。 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 解散の決議をした総会（総代会）の議事録（謄本） 

３・４ （略） 

 

Ⅳ－２－１－２－１、Ⅳ－２－１－２－２、Ⅳ－２－１－２－３ 別

紙様式８（○○規程の承認） 

（略） 

○○規程承認申請書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、○○規

程を定める決議を行ったので、森林組合法第○条第○項の規定によ

り規程の承認を申請します。 

 

（添付書類） 

Ⅳ－２－１－２－１、Ⅳ－２－１－２－２、Ⅳ－２－１－２－３ 別

紙様式８（○○規程の承認） 

（略） 

○○規程承認申請書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、○○規

程を定める決議を行ったので、森林組合法第○条第○項の規定によ

り規程の承認を申請します。 

 

（添付書類） 
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１・２ （略） 

３ 規程を定める決議をした総会（総代会）の議事録の写し 

（略） 

 

１・２ （略） 

３ 規程を定める決議をした総会（総代会）の議事録（謄本） 

（略） 

 

Ⅳ－２－１－２－１、Ⅳ－２－１－２－２、Ⅳ－２－１－２－３ 別

紙様式９（○○規程変更の承認） 

（略） 

○○規程変更承認申請書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、○○規

程を変更する決議を行ったので、森林組合法第○条第○項の規定に

より規程変更の承認を申請します。 

 

（添付書類） 

１～３ （略） 

４ 規程変更の決議をした総会（総代会）の議事録の写し 

（略） 

 

Ⅳ－２－１－２－１、Ⅳ－２－１－２－２、Ⅳ－２－１－２－３ 別

紙様式９（○○規程変更の承認） 

（略） 

○○規程変更承認申請書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、○○規

程を変更する決議を行ったので、森林組合法第○条第○項の規定に

より規程変更の承認を申請します。 

 

（添付書類） 

１～３ （略） 

４ 規程変更の決議をした総会（総代会）の議事録（謄本） 

（略） 

 

Ⅳ－２－１－２－１、Ⅳ－２－１－２－２、Ⅳ－２－１－２－３ 別

紙様式10（○○規程廃止の承認） 

（略） 

○○規程廃止承認申請書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、○○規

程を廃止する決議を行ったので、森林組合法第○条第○項の規定に

より規程廃止の承認を申請します。 

 

（添付書類） 

１（略） 

Ⅳ－２－１－２－１、Ⅳ－２－１－２－２、Ⅳ－２－１－２－３ 別

紙様式10（○○規程廃止の承認） 

（略） 

○○規程廃止承認申請書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、○○規

程を廃止する決議を行ったので、森林組合法第○条第○項の規定に

より規程廃止の承認を申請します。 

 

（添付書類） 

１（略） 
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２ 規程廃止の決議をした総会（総代会）の議事録の写し 

（略） 

 

２ 規程廃止の決議をした総会（総代会）の議事録（謄本） 

（略） 

 

Ⅳ－２－１－２－１、Ⅳ－２－１－２－２、Ⅳ－２－１－２－３ 別

紙様式11（○○規程変更の届出） 

（略） 

○○規程変更届出書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、○○規

程を変更する決議を行ったので、森林組合法第○条第○項の規定に

より届出を行います。 

 

（添付書類） 

１～３ （略） 

４ 規程変更の決議をした総会（総代会）の議事録の写し 

（略） 

 

Ⅳ－２－１－２－１、Ⅳ－２－１－２－２、Ⅳ－２－１－２－３ 別

紙様式11（○○規程変更の届出） 

（略） 

○○規程変更届出書 

 

（和暦）○○年○○月○○日開催の総会（総代会）において、○○規

程を変更する決議を行ったので、森林組合法第○条第○項の規定に

より届出を行います。 

 

（添付書類） 

１～３ （略） 

４ 規程変更の決議をした総会（総代会）の議事録（謄本） 

（略） 

 

Ⅳ－２－１－３－２ 別紙様式12（新設合併の認可） 

（略） 

新設合併認可申請書 

 

森林組合法第84条第２項（法第109条第５項において準用する場合

を含む。）の規定により○○森林組合（連合会）と○○森林組合（連

合会）との合併により、新たに○○森林組合（連合会）を設立するの

で、合併の認可を申請します。 

記 

 

１ （略） 

２ （略） 

Ⅳ－２－１－３－２ 別紙様式12（新設合併の認可） 

（略） 

新設合併認可申請書 

 

森林組合法第84条第２項（法第109条第５項において準用する場合

を含む。）の規定により○○森林組合（連合会）と○○森林組合（連

合会）との合併により、新たに○○森林組合（連合会）を設立するの

で、合併の認可を申請します。 

記 

 

１ （略） 

２ （略） 
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（添付書類） 

１ （略） 

２ 合併を決議した総会（総代会）の議事録の写し 

３ 合併契約書及び覚書の写し 

４～６ （略） 

７ 法第65条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場合に

は、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の議事録の

写し 

８ （略） 

９ 法第85条（法第109条第５項において読み替えて準用する場合を

含む。）の規定により選任された設立委員であることの証明書及び

設立委員会議事録の写し 

10～12 （略） 

 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 合併を決議した総会（総代会）の議事録（謄本） 

３ 合併契約書及び覚書（謄本） 

４～６ （略） 

７ 法第65条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場合に

は、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の議事録（

謄本） 

８ （略） 

９ 法第85条（法第109条第５項において読み替えて準用する場合を

含む。）の規定により選任された設立委員であることの証明書及び

設立委員会議事録（謄本） 

10～12 （略） 

 

Ⅳ－２－１－３－２ 別紙様式13（吸収合併の認可） 

（略） 

吸収合併認可申請書 

 

森林組合法第84条第２項（法第109条第５項において準用する場合

を含む。）の規定により○○森林組合（連合会）と○○森林組合（連

合会）との合併の認可を申請します。 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 合併を決議した総会（総代会）の議事録の写し 

３ 合併契約書及び覚書の写し 

４～６ （略） 

７ 法第65条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場合に

Ⅳ－２－１－３－２ 別紙様式13（吸収合併の認可） 

（略） 

吸収合併認可申請書 

 

森林組合法第84条第２項（法第109条第５項において準用する場合

を含む。）の規定により○○森林組合（連合会）と○○森林組合（連

合会）との合併の認可を申請します。 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 合併を決議した総会（総代会）の議事録（謄本） 

３ 合併契約書及び覚書（謄本） 

４～６ （略） 

７ 法第65条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場合に



61 
 

改      正      後 現       行 

は、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の議事録の

写し 

８～11 （略） 

 

は、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の議事録（

謄本） 

８～11 （略） 

 

Ⅳ－２－１－３－２ 別紙様式14（吸収合併の認可（法第84条の２（法

第109条第５項において準用する場合を含む。）に定める合併手続を行

う場合） 

（略） 

吸収合併認可申請書 

 

森林組合法第84条第２項（法第109条第５項において準用する場合

を含む。）の規定により○○森林組合（連合会）と○○森林組合（連

合会）との合併の認可を申請します。 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 合併によって消滅する組合が合併を決議した総会（総代会）の

議事録の写し 

３ 合併後存続する組合が合併の方針を決議した理事会の議事録の

写し 

４ 合併契約書及び覚書の写し 

５～７ （略） 

８ 法第65条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場合に

は、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の議事録の

写し 

９～14 （略） 

 

Ⅳ－２－１－３－２ 別紙様式14（吸収合併の認可（法第84条の２（法

第109条第５項において準用する場合を含む。）に定める合併手続を行

う場合） 

（略） 

吸収合併認可申請書 

 

森林組合法第84条第２項（法第109条第５項において準用する場合

を含む。）の規定により○○森林組合（連合会）と○○森林組合（連

合会）との合併の認可を申請します。 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 合併によって消滅する組合が合併を決議した総会（総代会）の

議事録（謄本） 

３ 合併後存続する組合が合併の方針を決議した理事会の議事録（

謄本） 

４ 合併契約書及び覚書（謄本） 

５～７ （略） 

８ 法第65条の２第２項の規定に基づく総会の招集があった場合に

は、当該総会までの経過を記載した書類及び当該総会の議事録（

謄本） 

９～14 （略） 

 

Ⅳ－２－１－５－２ 別紙様式15（吸収分割の認可） 

（略） 

Ⅳ－２－１－５－２ 別紙様式15（吸収分割の認可） 

（略） 
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吸収分割認可申請書 

 

森林組合法第88条の３第２項（森林組合連合会のみの場合は森林

組合法第108条の５第２項）の規定により、○○森林組合（連合会）

と○○森林組合（連合会）との吸収分割の認可を申請します。 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 吸収分割を決議した総会（総代会）の議事録の写し 

３ 吸収分割契約書の写し 

４～６ （略） 

７ 法第88条の５第１項において準用する法第65条の２第２項の規

定に基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経過を

記載した書類及び当該総会の議事録の写し 

８～11 （略） 

 

吸収分割認可申請書 

 

森林組合法第88条の３第２項（森林組合連合会のみの場合は森林

組合法第108条の５第２項）の規定により、○○森林組合（連合会）

と○○森林組合（連合会）との吸収分割の認可を申請します。 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 吸収分割を決議した総会（総代会）の議事録（謄本） 

３ 吸収分割契約（謄本） 

４～６ （略） 

７ 法第88条の５第１項において準用する法第65条の２第２項の規

定に基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経過を

記載した書類及び当該総会の議事録（謄本） 

８～11 （略） 

 

Ⅳ－２－１－５－２ 別紙様式16（吸収分割の認可（法第88条の４第

１項又は法第108条の６第１項に定める吸収分割の手続を行う森林組

合等を含む場合）） 

（略） 

吸収分割認可申請書 

 

森林組合法第88条の３第２項（森林組合連合会のみの場合は森林

組合法第108条の５第２項）の規定により、○○森林組合（連合会）

と○○森林組合（連合会）との吸収分割の認可を申請します。 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 総会（総代会）において吸収分割を決議した森林組合等にあっ

Ⅳ－２－１－５－２ 別紙様式16（吸収分割の認可（法第88条の４第

１項又は法第108条の６第１項に定める吸収分割の手続を行う森林組

合等を含む場合）） 

（略） 

吸収分割認可申請書 

 

森林組合法第88条の３第２項（森林組合連合会のみの場合は森林

組合法第108条の５第２項）の規定により、○○森林組合（連合会）

と○○森林組合（連合会）との吸収分割の認可を申請します。 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 総会（総代会）において吸収分割を決議した森林組合等にあっ
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ては、総会（総代会）の議事録の写し 

３ 吸収分割の方針を決議した理事会の議事録の写し 

４ 吸収分割契約書の写し 

５～７ （略） 

８ 法第88条の５第１項において準用する法第65条の２第２項の規

定に基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経過を

記載した書類及び当該総会の議事録の写し 

９～14 （略） 

 

ては、総会（総代会）の議事録（謄本） 

３ 吸収分割の方針を決議した理事会の議事録（謄本） 

４ 吸収分割契約（謄本） 

５～７ （略） 

８ 法第88条の５第１項において準用する法第65条の２第２項の規

定に基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経過を

記載した書類及び当該総会の議事録（謄本） 

９～14 （略） 

 

Ⅳ－２－１－６－２ 別紙様式17（新設分割の認可） 

（略） 

新設分割認可申請書 

 

森林組合法第108条の13第２項の規定により、新たに○○○○○○

○森林組合連合会を設立するので、新設分割の認可を申請します。 

 

記 

 

１ （略） 

２ （略） 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 新設分割を決議した総会（総代会）の議事録の写し 

３ 新設分割計画の写し 

４～６ （略） 

７ 法第108条の15において準用する法第65条の２第２項の規定に

基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経過を記載

した書類及び当該総会の議事録の写し 

Ⅳ－２－１－６－２ 別紙様式17（新設分割の認可） 

（略） 

新設分割認可申請書 

 

森林組合法第108条の13第２項の規定により、新たに○○○○○○

○森林組合連合会を設立するので、新設分割の認可を申請します。 

 

記 

 

１ （略） 

２ （略） 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 新設分割を決議した総会（総代会）の議事録（謄本） 

３ 新設分割計画（謄本） 

４～６ （略） 

７ 法第108条の15において準用する法第65条の２第２項の規定に

基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経過を記載

した書類及び当該総会の議事録（謄本） 
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８ （略） 

９ 法第108条の15において読み替えて準用する法第85条の規定に

より選任された設立委員であることの証明書及び設立委員会の議

事録の写し 

10～12 （略） 

 

８ （略） 

９ 法第108条の15において読み替えて準用する法第85条の規定に

より選任された設立委員であることの証明書及び設立委員会の議

事録(謄本) 

10～12 （略） 

 

Ⅳ－２－１－６－２ 別紙様式18（新設分割の認可（法第108条の14第

１項に定める新設分割の手続を行う森林組合等を含む場合）） 

（略） 

新設分割認可申請書 

 

森林組合法第108条の13第２項の規定により、新たに○○○○○○

○森林組合連合会を設立するので、新設分割の認可を申請します。 

 

記 

 

１ （略） 

２ （略） 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 総会（総代会）において新設分割を決議した森林組合等にあっ

ては、総会（総代会）の議事録の写し 

３ 新設分割の方針を決議した理事会の議事録の写し 

４ 新設分割計画の写し 

５～７ （略） 

８ 法第108条の15において準用する法第65条の２第２項の規定に

基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経過を記載

した書類及び当該総会の議事録の写し 

Ⅳ－２－１－６－２ 別紙様式18（新設分割の認可（法第108条の14第

１項に定める新設分割の手続を行う森林組合等を含む場合）） 

（略） 

新設分割認可申請書 

 

森林組合法第108条の13第２項の規定により、新たに○○○○○○

○森林組合連合会を設立するので、新設分割の認可を申請します。 

 

記 

 

１ （略） 

２ （略） 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 総会（総代会）において新設分割を決議した森林組合等にあっ

ては、総会（総代会）の議事録（謄本） 

３ 新設分割の方針を決議した理事会の議事録（謄本） 

４ 新設分割計画（謄本） 

５～７ （略） 

８ 法第108条の15において準用する法第65条の２第２項の規定に

基づく総会の招集があった場合には、当該総会までの経過を記載

した書類及び当該総会の議事録（謄本） 



65 
 

改      正      後 現       行 

９ （略） 

10 法第108条の15において読み替えて準用する法第85条の規定に

より選任された設立委員であることの証明書及び設立委員会の議

事録の写し 

11～15 （略） 

 

９ （略） 

10 法第108条の15において読み替えて準用する法第85条の規定に

より選任された設立委員であることの証明書及び設立委員会の議

事録(謄本) 

11～15 （略） 

 

Ⅷ－２－１－１ 別紙様式19（監査規程の承認）（略） 

 

Ⅷ－２－１－１ 別紙様式19（監査規程の承認）（略） 

Ⅷ－２－１－１ 別紙様式20（監査規程変更の承認） 

（略） 

監査規程変更承認申請書 

 

監査規程を変更したいので、森林組合法第102条第１項の規定によ

り、○○○○連合会の監査規程の変更承認を申請します。 

 

記 

 

（添付書類） 

１～３ （略） 

４ 規定変更の決定を証する書面（総会の議事録の写し等） 

 

Ⅷ－２－１－１ 別紙様式20（監査規程変更の承認） 

（略） 

監査規程変更承認申請書 

 

監査規程を変更したいので、森林組合法第102条第１項の規定によ

り、○○○○連合会の監査規程の変更承認を申請します。 

 

記 

 

（添付書類） 

１～３ （略） 

４ 規定変更の決定を証する書面（総会の議事録（謄本）等） 

 

Ⅷ－２－１－１ 別紙様式21（監査規程廃止の承認） 

（略） 

監査規程廃止承認申請書 

 

監査規程を廃止したいので、森林組合法第102条第１項の規定によ

り、○○○○連合会の監査規程の廃止承認を申請します。 

 

記 

Ⅷ－２－１－１ 別紙様式21（監査規程廃止の承認） 

（略） 

監査規程廃止承認申請書 

 

監査規程を廃止したいので、森林組合法第102条第１項の規定によ

り、○○○○連合会の監査規程の廃止承認を申請します。 

 

記 
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（添付書類） 

１ （略） 

２ 規程廃止の決定を証する書面（総会の議事録の写し等） 

 

 

（添付書類） 

１ （略） 

２ 規程廃止の決定を証する書面（総会の議事録（謄本）等） 

 

Ⅱ－６－１ 別紙参考１ 
 

都道府県森林組合指導方針の作成要領 
 

１～３ （略） 
４ 作成に当たっての留意点 

  指導方針の作成に当たっては、系統の意見を聴取しながら進める

ものとするほか、全ての森林組合が森林経営管理法第 36条第２項及

び第 44 条第２項の規定により都道府県が公表する民間事業者とな

るよう合併や事業連携等の推進を念頭に置くものとする。 
 

Ⅱ－６－１ 別紙参考１ 

 

都道府県森林組合指導方針の作成要領 

 

１～３ （略） 

４ 作成に当たっての留意点 

   指導方針の作成に当たっては、系統の意見を聴取しながら進め

るものとするほか、全ての森林組合が森林経営管理法第36条第２

項の規定により都道府県が公表する民間事業者となるよう合併や

事業連携等の推進を念頭に置くものとする。 

 

Ⅲ－１－２－３－２ 別紙参考２ 

 

員外利用規制に関する主な事業区分とその計算方法 

 

主たる事業 員外利用の

限度 
員外利用根拠 

販売事業 （略） 法第９条第８項、第９項、第 101 条第

７項、第８項、施行令第１条、第 14 条、

施行規則第１条第２項、第 106 条第２

項 
林産事業 （略） 法第 9 条第８項、第９項、第 101 条第

7 項、第８項、施行令第１条、第 14 条 

Ⅲ－１－２－３－２ 別紙参考２ 

 

員外利用規制に関する主な事業区分とその計算方法 

 

主たる事業 員外利用の

限度 
員外利用根拠 

販売事業 （略） 法第９条第８項、第９項、第 101 条第

７項、第８項、施行令第１条、第 12 条、

施行規則第１条第２項、第 106 条第２

項 
林産事業 （略） 法第 9 条第８項、第９項、第 101 条第

7 項、第８項、施行令第１条、第 12 条 
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加工事業 （略） 法第 9 条第 8 項、第９項、第 101 条第

７項、第８項、施行令第１条、第 14 条 
森林整備事

業 
（略） 法第 9 条第８項、第９項、第 101 条第

7 項、第８項、施行令第１条、第 14 条 
利用事業 （略） 法第 9 条第 8 項、第９項、第 101 条第

７項、第８項、施行令第１条、第 14 条 
（略） 

 

加工事業 （略） 法第 9 条第 8 項、第９項、第 101 条第

７項、第８項、施行令第１条、第 12 条 
森林整備事

業 
（略） 法第 9 条第８項、第９項、第 101 条第

7 項、第８項、施行令第１条、第 12 条 
利用事業 （略） 法第 9 条第 8 項、第９項、第 101 条第

７項、第８項、施行令第１条、第 12 条 
（略） 

 

Ⅲ－１－２－３－２ 別紙参考３（略） 

 

Ⅲ－１－２－３－２ 別紙参考３（略） 

Ⅲ－１－２－３－２ 別紙参考４ 

決算関係書類様式通知の事業報告書（一部抜粋） 

記載例 

Ⅵ 附属明細書 

第２ 事業報告に関する事項 

（１）～（２）（略） 

（３）員内・員外の利用状況 （略） 

（４）～（６）（略） 

（７）森林経営計画の作成状況 （略） 

（８）～（11）（略） 

 

Ⅲ－１－２－３－２ 別紙参考４ 

決算関係書類様式通知の事業報告書（一部抜粋） 

記載例 

Ⅵ 附属明細書 

第２ 事業報告に関する事項 

（１）～（２）（略） 

（３）員内・員外の利用状況 （略） 

（４）～（６）（略） 

（７）森林経営計画の作成状況 （略） 

（８）～（10）（略） 

Ⅶ－１－１ 別紙参考５ （略） 

 

Ⅶ－１－１ 別紙参考５ （略） 

 


